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一人ひとりが生きがいを持って暮らせる町を目指して 

 

 当町では、65歳以上の高齢者が2,800人を超え、高齢化率が

43.7％（令和2年9月末現在）となり、着実に高齢化が進行してい

ます。また、認知症高齢者や高齢者のみの世帯の更なる増加が予測

される状況にあります。そのような背景により、年々家族だけでは

解決できない課題が増え、町や地域の支援がさらに重要となってお

ります。 

 これまで、当町では地域包括支援センターを中心として要介護状

態の重度化防止、要介護状態になる前からの予防を重視した取り組

みとともに、高齢者も互いに支えあい、公的なサービスとの連携を図りながら、出来る限り住

み慣れた家庭や地域で自立した暮らしを続けられる「まちづくり」として、地域包括ケアシス

テムの構築に取り組んできました。今後は、地域包括ケアシステムを深化させ、高齢者、障が

い者、子ども・子育て世帯等全体を支える「丸ごと」の共生社会の実現に向け、相談支援体制

の強化を検討していきます。 

 また、第6次総合発展計画に基づき、「チャレンジ・つながり・希望」～町民が活躍し笑顔あ

ふれるまち～を目指し様々なまちづくりを進めています。この度、策定した「朝日町高齢者保

健福祉計画・第8期介護保険事業計画」では、団塊の世代が75歳以上となる令和７年、その子

ども世代が65歳以上となる令和22年に向け、サービス基盤・人的基盤の整備についての新た

な目標を策定しました。それに伴い、介護人材の確保、近年頻繫に起こる災害時の安全確保、

感染症等に備えた体制整備について取り組む必要があります。サービス事業所と町が連携し、

利用者へ継続的にサービスが提供されるよう取り組んでまいります。高齢者が地域において仕

事や生きがいを持ち、自分らしく暮らしていけるような支援を行うと共に、要介護状態になっ

たとしても地域で安心して暮らすことができるために、地域の支え合いを含めた施策が重要と

なっています。 

 今後は、本計画に基づき、関係機関の皆様と連携しながら推進していきたいと考えておりま

すので、皆様のご理解とご協力お願いします。 

 おわりに、この計画策定にあたりましてご尽力いただきました委員の皆様をはじめ、貴重な

ご意見とご助言をいただきました皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

令和３年３月 
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第１章 計画の策定にあたって 
１．計画策定の趣旨 

我が国の 65 歳以上人口は、令和２年１月１日時点で 35,486,813 人、高齢

化率は 27.9％（総務省）と、高齢化が進行しており、高齢者のうち 75 歳以上

が 51.3％（18,214,377人）という状況です。また、令和元年現在の平均寿命

は、男性 81.41歳、女性 87.45歳（令和元年簡易生命表より）と、ともに過去

最高となっています。人口減少社会となっても高齢者人口は増加が見込まれ、ピ

ーク時（令和 24 年）には 3,878 万人になると推計されています。その結果と

して、加齢による虚弱や認知症などにより介護が必要な高齢者の増加は避けられ

ません。 

本町においては、０～14 歳、15～64 歳、65 歳以上のいずれの構成人口も

減少が続きますが、高齢者の割合は上昇が続きます。高齢化率は令和元年で

42.5％と県内で２番目の高さとなっており、山形県平均高齢化率（令和元年

33.4％：山形県みらい企画創造部「山形県の人口と世帯数」（令和元年 10 月１

日現在））よりも高い水準で推移しています。 

平成 29年に成立した「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律」では、地域包括ケアシステムを深化・推進し、高齢者の自

立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の

持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に適切なサービス

が提供されるようにすることが求められています。また、国では介護保険制度に

ついて、介護予防・健康づくりの推進、保険者機能の強化、地域包括ケアシステ

ムの推進、認知症施策の総合的な推進及び持続可能な制度の構築・介護現場の革

新の観点から、見直しを進めています。また、市町村に対しては、令和７年（2025

年）とともに、現役世代が急減する令和 22年（2040年）の双方を念頭に、高

齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えることを求めています。 

本計画は、これまでの取り組みを引き継ぎつつ、高齢者が住み慣れた地域で、

自立して健やかに安心して暮らせるように、各施策が切れ目なく推進していくこ

とを目指し策定します。 
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２．計画の基本事項 

（１）計画の位置付け 

朝日町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、老人福祉法第 20条の８の

規定に基づく「老人福祉計画」と介護保険法第 117 条の規定に基づく「介護保

険事業計画」で構成される法定計画です。国の基本指針や「やまがた長寿安心プ

ラン（山形県老人保健福祉計画（第９次）・山形県介護保険事業支援計画（第８

次））」等と整合性を図りながら策定します。 

また、第６次朝日町総合発展計画（計画期間：2018年度～2027年度）では、

『「チャレンジ・つながり・希望」～町民が活躍し笑顔あふれるまち～』を朝日町

が目指す将来像に掲げており、高齢者施策を含む健康福祉分野は、『いつまでも健

康に暮らせる、思いやりあふれるまち』を基本目標にしています。 

さらに、地域福祉計画、きらきらあさひ健康プラン２１（第２次）等のその他

の法律の規定による計画であり、要介護者等の保健、医療、福祉又は居住に関す

る事項を定める計画と整合性を図ります。 

 

（２）計画の期間 

高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画の期間は、令和３年度から令和

５年度までの３年間とします。令和５年度に見直しを行い、次期（第９期）計画

を策定します。 

なお、高齢者像並びに高齢者を取り巻く状況がより一層変化することが予想さ

れることから、令和７年度（2025年度）の我が国及び町の高齢者を取り巻く状

況、さらに令和 22年度（2040年度）を勘案したものとしています。 

計画期間 

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

第８期計画策定    

第９期計画策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第６期計画 

平成27～29年度 

〈２０２５年、２０４０年までの見通し〉 

 

【本計画】 
第８期計画 
令和３～５年度 

第７期計画 

平成30～令和２年度 

第９期計画 

令和６～８年度 

▲ 

団塊世代が 

75歳以上に 

2025年(令和 7年) 

第14期計画 

20４０年(令和２２年) 

▲ 

団塊ジュニアが 

65歳以上に 
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（３）計画の策定体制 

被保険者代表、介護保険事業関係団体、保健・医療・福祉関係者、学識経験者

で構成される「朝日町介護保険事業計画策定委員会（第８期）」を設置し、会議で

の審議結果を計画に反映しました。また、介護給付等サービス量の水準が保険料

率の水準にも影響を与えることから、被保険者の意見を反映させました。 

さらに、国の示す日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査をベースに、

介護保険サービスに関することや介護予防・健康保持への取組等、町の独自項目

を取り入れてアンケート調査を実施しました。 

これらの結果を「朝日町介護保険事業計画策定委員会」において検討・協議を

重ね、計画を策定しました。 

 

（４）計画の基本的な指針 

１）2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年（2025 年）、その子ども世代が 65

歳以上となる令和 22年（2040年）に向け、サービス基盤・人的基盤の整備を

計画的に進めることが重要となり

ます。 

２）地域共生社会の実現 

制度の枠を超え、それぞれの支援

の「受け手」とも「担い手」ともな

り、支え合いのつながりの中で、一

人ひとりが生きがいを持って暮ら

していける「地域共生社会」の実現

に向けて取組を進めることが必要です。 

３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進 

介護予防・健康づくりの取組を通した健康寿命の延伸を図る。高齢者の生きが

いづくりの観点から、意向に応じた社会参加ができる環境整備を進めることが重

要です。 

４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る県・町の情報連携の強化 

有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅が多様な介護需要の受け皿として

機能していることから、質の確保や適切なサービス基盤整備に向け、県・町の情

報共有を強化していきます。 

５）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分

らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すため、①普及啓発・本人発

信支援、②予防、③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援、④認知症バリ

アフリーの推進、若年性認知症の人への支援・社会参加支援、⑤研究開発、・産業

促進・国際発展の５つの柱に基づいて施策の推進について検討していきます。 
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① 

②

⑦ 

③④ 

⑤⑥ 

６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保について、県

と連携しながら進めることが重要です。 

７）災害や感染症対策に係る体制整備 

近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへ

の備えとして、必要品の備蓄や、非常時に向けた訓練、研修、周知啓発等の取組

を進める必要があります。 

 

３．日常生活圏域の設定 

地域の高齢者が住み慣れた地域で、適切なサービスを受けながら生活できるよ

うに、地域における地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付

等対象サービスを提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘

案して本町では日常生活圏域を１圏域として設定しています。 

日常生活圏域においては、地域包括支援センターを中心に地域の施設及びマン

パワーの連携を図り、元気な高齢者への介護予防事業から要介護高齢者に対する

介護サービスまで幅広い支援を行い、地域ケア体制の中心的役割を担っていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 名称 

① 

特別養護老人ホームふれあい荘 

ふれあい荘デイサービスセンター 

ふれあい荘短期入所サービス 

② 盲特別養護老人ホーム和合荘 

③ グループホームあさひ 

④ ぬくひデイサービスセンター 

⑤ 朝日町社会福祉協議会 指定訪問介護事業所 

⑥ 

朝日町立病院指定通所リハビリテーション事業所 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

⑦ 養護老人ホーム明鏡荘 



 

 

 



 

 

 



 

5 

第２章 計画の評価・検証 
１．介護保険制度の円滑な実施に向けて 

（１）介護保険事業の推進と進行管理 

本町の介護保険が適切に運営されているかどうかを評価するために、必要に応

じて、介護保険事業及び高齢者福祉に関する必要な事項について調査や審議を行

います。 

 

（２）事業評価の実施 

利用者である町民が介護サービスに満足しているか、しっかりとした自立支援

がされているかについてケアプランの確認、サービスの質の評価、その他多方面

からの確認を行います。 

 

（３）広報・啓発 

計画を効果的に推進するため、町の広報やホームページ等により計画の策定趣

旨や計画内容を公開し、意識の向上や啓発に努めます。 

 

２．計画の進行管理と推進について 

本計画の実現に向けて、関係機関と連携しながら、保健・医療・福祉の施策を

一体的に進めるなど、必要な施策の総合的・効果的な実施に努めます。また、施

策の推進については、行政だけでなく、町民、介護・福祉事業者、関係団体等と

連携して取り組んでいくことが必要です。 

そのため、介護保険事業計画策定委員会（地域包括支援センター運営協議会委

員と兼務）等を通じて、本計画の実施状況、進捗状況を点検評価し、高齢者をめ

ぐる状況の変化等に適合し、効果が上がると考えられる事業実施方法を検討する

など、積極的に福祉サービスの進行管理を行っていきます。さらに計画の円滑な

推進に向け、庁内関係各課の連携を密にします。 
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第３章 朝日町の高齢者の姿 
１．高齢者を取り巻く状況 

（１）人口等の動向 

①人口推移 

総人口は平成 28年（2016年）の 7,278人から減少が続き、令和２年（2020

年）では 6,594 人となっています。0～14 歳の割合と 15～64 歳の割合は減

少し、65歳以上の割合は 42％台と高い水準になっています。 

人口推移（住民基本台帳 各年９月末現在） 
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39.7 40.7 41.5 42.4 43.7 
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50.0
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平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

0-14歳割合 15-64歳割合 65歳以上割合（％）
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65歳以上の高齢者人口は、平成 28年 2,886人、令和２年 2,879人と大き

な変化は見られませんが、74歳以下の前期高齢者は増加傾向、75歳以上の後期

高齢者は減少傾向で推移しています。高齢化率は増加を続け、令和２年では

43.7％となっています。 

高齢者人口の推移（住民基本台帳 各年９月末現在） 
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本町の人口増減は近年-150 人を超えており、令和元年は-155 人となってい

ます。自然減は-100人前後で推移しております。また、社会減は各年で変動が

しており、令和元年は-46人となっています。 

人口動態（各年１月１日～12月 31日）（住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数・

総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世帯状況 

本町の世帯数及び１世帯あたり人員は減少傾向にあり、令和２年１月１日現在

の世帯数は 2,396世帯、1世帯あたりの人員は 2.80人となっています。 

世帯・１世帯あたり人員の推移（各年１月１日現在・住民基本台帳） 
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0

令和元年平成30年平成29年平成28年平成27年平成26年

自然増減数 社会増減数 人口増減数（人）

7,566 7,401 7,248 7,083 6,869 6,714

2,504 2,508 2,482 2,462 2,415 2,396

3.02 2.95 2.92 2.88 2.84 2.80
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1.00
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2.00

2.50

3.00

3.50
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2,000
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総人口（人） 総世帯（世帯） １世帯あたり人員（人）
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本町の世帯構成は、平成 27 年は核家族世帯の合計が 47.0％、３世代世帯等

の同居親族世帯が 35.4％となっており、平成 22 年に比べ同居親族世帯の割合

はやや低下しています。 

また、平成 27 年の一人暮らし高齢者比率は 15.3％、一人暮らしの高齢者数

は約 258人となっています。 

世帯類型別構成割合の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③就業人口 

就業者数は、全体で平成 22年の 4,056人から平成 27年は 3,750人に減少

しています。第１次産業は 1,118人から 959人に減少し、第２次産業は 1,210

人から 1,101人に減少し、第３次産業は 1,724人から 1,678人に減少してい

ます。全体では第３次産業が多くなっています。 

65歳以上では、就業者数全体で 775人から 862人に増加しています。第１

次産業は 570人から 515人に減少し、第２次産業は 58人から 109人、第３

次産業は 147人から 237人に増加しています。 

就業者数（国勢調査） 

 区分 
2010年（平成 22年） 2015年（平成 27年） 

就業人口（人） 就業率（％） 就業人口（人） 就業率（％） 

総数 

総数 4,056 57.7 3,750 58.4 

第１次産業 1,118 15.9 959 14.9 

第２次産業 1,210 17.2 1,101 17.2 

第３次産業 1,724 24.5 1,678 26.1 

分類不能 4 0.1 12 0.2 

65歳以上 

総数 775 27.7 862 30.7 

第１次産業 570 20.4 515 18.4 

第２次産業 58 2.1 109 3.9 

第３次産業 147 5.2 237 8.4 

分類不能 0 0.0 1 0.0 

  

15.3

13.8

17.4

14.9

単独世帯

18.7

17.0

18.8

17.5

夫婦のみ

12.4

10.5

19.5

18.5

夫婦と子供

8.8

7.8

8.7

7.7

ひとり親と子供

44.6

50.7

35.4

41.1

同居親族世帯

0.2

0.2

0.2

0.3

非親族世帯

平成27年

平成22年

平成27年

平成22年

（％）

65歳

以上

世帯

員あり

核家族世帯

総数

(2,304)

(2,229)

(1,733)

(1,689)

※（母数：世帯数）に家族類型「不詳」を含む。割合は「不詳」を除いて算出。



 

11 

（２）介護保険認定者数等の推移 

①要支援・要介護認定者数 

要支援・要介護認定者数は、各年度 550 人前後で推移しており、令和元年度

は 560人となっています。要支援・要介護別では、要介護１から３は 100人前

後で推移しております。 

要支援・要介護認定者数の推移（介護保険事業状況報告 各年９月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護保険サービス受給者数 

月平均介護保険サービス受給者数は、各年度 400 人台後半で推移し、令和元

年度は 493 人となっています。居宅介護サービス受給者が全件の 60％前後で、

令和元年度は 311 人となっています。施設介護サービス利用者は 150 人前後

で推移し、令和元年度は 142 人、地域密着型サービス利用者は平成 28 年度以

降 40 人を上回っています。令和元年度の利用者は合計で 493 人、受給率は

89.5％と高くなっています。 
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50 71 63 52 53 58 61
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0.0%

5.0%

10.0%
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25.0%
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ *認定率

（人）
560 595 578 559 553 560 562
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介護保険受給者数の推移（介護保険事業状況報告年報） 
 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

居宅介護サービス 318 290 284 264 273 311 

地域密着型サービス 15 14 48 44 40 40 

施設介護サービス 156 171 155 144 161 142 

合  計 489 475 487 452 474 493 

受給率 84.7％ 81.1％ 87.0％ 84.5％ 85.3％ 89.5％ 

認定者数 577 586 560 535 556 551 

 

③介護保険給付費 

介護給付費は、各年度で８億円前後となっており、令和２年度 856,377千円

となっています。介護給付費のうち施設介護サービスが多くを占めています。 

介護保険サービス給付費の推移（介護保険事業年報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※介護保険事業年報より作成、令和２年度は見込みです。 
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80,819

432,343
476,329 444,171
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

居宅介護サービス 地域密着型サービス 施設介護サービス １人１月あたり給付費

（千円） （千円）
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２．高齢者人口等の推計 

（１）人口等の推計 

①推計総人口 

近年の住民基本台帳人口の各年齢・男女別の人口分布から、平成 30年と令和

元年のコーホート変化率で算出した推計人口は、第８期計画期間の令和３年が

6,465人で令和５年に 6,166人となる見込みです。年齢別では各年代で減少す

ると見込まれます。今後も同様の変化が続くと仮定すると、令和７（2025）年

は 5,872人、令和 22（2040）年は 3,932人と推計されます。 

人口構成は今後も少子化・高齢化の進行が見込まれ、０～14 歳は８％前後、

15～64 歳は 47％前後、65 歳以上は 45％前後から、令和７年以降では０～

14歳は６％前後、15～64歳は 40％前半、65歳以上は 50％台となる見込み

です。 

人口推移（住民基本台帳 各年９月末現在） 
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②推計高齢者人口 

計画期間の 65歳以上の人口は、令和３年の 2,855人から令和５年の 2,810

人に減少し、令和７年は 2,757人、令和 22年は 2,066人と見込まれます。 

令和７年以降、65～74歳の前期高齢者は 1,200人、85歳以上は 700人を

下回る見込みとなっています。 

また、75歳以上の後期高齢者も減少する見込みです。 

高齢者人口の推移（住民基本台帳 各年９月末現在） 
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（２）介護保険認定者数等の推計 

①推計要支援・要介護認定者数 

推計された高齢者のうち、第８期計画期間における要支援・要介護認定者は、

微増すると見込まれます。その後、令和７年度に 550人、令和 22年度に 485

人まで減少すると推計されますが、認定率は増加する見込みです。 

要支援・要介護認定者数の推計（各年９月末） 
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３．介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等からみた高齢者の状況 

（１）調査結果（ニーズ調査） 

日常生活圏域ニーズ調査の概要 

１. 調査対象者 
令和元年１２月１日現在、自宅で生活をしている６５歳以上の朝日

町住民で、要介護認定を受けていない高齢者 

２. 配布数 2,342件 

３. 回答数 1,904件 

４. 回収率 81.3％ 

５. 調査方法 郵送による配付・回収 

６. 調査期間 令和２年１月 

 

①高齢者の家族構成・生活状況 

居住地区をお教えください 

居住地区は、「中部地区」が 50.7％、「西部地区」が 25.0％、「北部地区」が

23.6％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地区〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

50.7

52.9

50.6

47.0

25.0

26.1

23.1

27.1

23.6

21.0

26.4

25.9

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中部地区 西部地区 北部地区 無 回 答
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家族構成をお教えください 

家族構成は、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 29.3％と最も多く、

次いで「その他」が 26.2％、「１人暮らし」は 10.1％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたは、普段の生活でどなたかの介護・介助が必要ですか 

介護・介助の有無では、「介護・介助は必要ない」が 81.5％、「何らかの介護・

介助は必要だが、現在は受けていない」が 8.5％、「現在、何らかの介護を受けて

いる」が 5.6％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）家族構成〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

10.1

8.2

11.5

12.9

29.3

32.3

31.1

16.1

5.4

6.6

4.9

3.2

25.4

21.5

26.9

32.5

26.2

29.4

21.3

28.4

3.6

2.0

4.2

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無 回 答

（２）普段の生活で介護・介助が必要〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

81.5

92.8

79.8

53.0

8.5

2.7

10.4

20.5

5.6

1.7

4.2

19.9

4.5

2.7

5.6

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている

無 回 答
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主にどなたの介護・介助を受けていますか 

主な介護者は、「息子」が 28.0％と最も多く、次いで「配偶者」が 27.1％、

「娘」が 26.2％の順です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）②主に介護・介助を受けている人〔％・複数回答〕
N = 107

％

配偶者

息子

娘

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

介護サービスのヘル
パー

その他

無　回　答

27.1

28.0

26.2

12.1

7.5

3.7

13.1

15.0

15.9

60.0

13.3

0.0

0.0

0.0

0.0

6.7

26.7

13.3

24.1

17.2

31.0

0.0

0.0

6.9

24.1

10.3

20.7

20.6

36.5

30.2

20.6

12.7

3.2

9.5

14.3

14.3

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体 74歳以下 75～84歳 85歳以上
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②高齢者の生活機能 

過去 1年間に転んだ経験がありますか 

過去１年間に転んだ経験は、「１度ある」（19.0％）と「何度もある」（9.3％）

を合わせた割合は 28.3％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

週に 1回以上は外出していますか 

外出の頻度は、『週１回以下』（「週１回」又は「ほとんど外出しない」）の割合

は 22.7％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）過去１年間に転んだ経験〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

9.3

7.8

8.9

14.5

19.0

15.7

21.9

22.4

70.0

75.1

67.4

60.6

1.7

1.4

1.7

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

何度もある １度ある ない 無 回 答

（６）週に１回以上は外出している〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

5.7

2.3

3.9

19.2

17.0

11.0

18.4

30.6

40.5

39.5

45.7

31.5

34.0

45.3

29.4

12.9

2.8

1.9

2.6

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無 回 答
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昨年と比べて外出の回数が減っていますか 

外出の回数が減っているかについて、『減っている』（「減っている」又は「とて

も減っている」）割合は 21.0％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6か月間で２～３kg以上の体重減少がありましたか 

６か月間で２～３kg以上の体重減少は、「はい（あった）」が 9.4％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（７）昨年と比べて外出の回数が減っている〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

2.8

1.4

1.3

10.4

18.2

9.6

19.3

39.4

34.5

30.5

41.4

30.0

43.0

57.0

36.7

18.3

1.5

1.5

1.3

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても減っている 減っている あまり減っていない

減っていない 無 回 答

（７）６ヶ月間で２～３Ｋｇ以上の体重減少がありましたか〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

9.4

8.3

9.5

12.6

85.5

86.5

86.9

78.9

5.1

5.2

3.6

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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どなたかと食事をともにする機会はありますか 

誰かと一緒に食事をする機会では、「年に何度かある」（12.2％）と「ほとんど

ない」（5.8％）を合わせた割合は 18.0％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物忘れが多いと感じますか 

物忘れが多いと感じるかは、「はい」が 39.2％、「いいえ」が 58.1％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（８）どなたかと食事をともにする機会〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

58.6

65.9

52.0

51.7

5.7

5.6

5.5

6.6

13.4

10.8

15.7

16.1

12.2

9.6

15.6

12.3

5.8

3.3

8.1

7.6

4.4

4.8

3.2

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

毎日ある 週に何度かある 月に何度かある 年に何度かある

ほとんどない 無 回 答

（１）物忘れが多いと感じますか〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

39.2

32.3

39.9

57.4

58.1

65.5

57.6

37.9

2.7

2.2

2.4

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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バスや電車を使って 1人で外出していますか（自家用車でも可） 

バスや電車を使って１人で外出しているかは、「できるし、している」が 78.9％、

「できない」が 8.2％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域での活動の状況 

ボランティアのグループにどのくらいの頻度で参加していますか 

ボランティアのグループに参加している割合は 15.3％（「週４回以上」0.5％、

「週２～３回」0.3％、「週１回」0.5％、「月１～３回」3.1％、「年に数回」10.9％）

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）バスや電車で１人で外出している〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

78.9

89.6

79.1

48.9

9.9

6.4

11.5

16.1

8.2

2.6

5.8

29.7

2.9

1.5

3.6

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

できるし、している できるけどしていない できない 無 回 答

（１）①ボランティアのグループへの参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.5

0.8

0.3

0.3

0.2

0.3

0.3

0.5

0.8

0.3

3.1

5.2

1.4

0.9

10.9

14.3

10.7

1.6

44.3

50.5

36.6

43.2

40.5

28.1

50.4

53.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答
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スポーツ関係のグループやクラブにどのくらいの頻度で参加していますか 

スポーツ関係のグループやクラブに参加している割合は 20.9％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

趣味関係のグループにどのくらいの頻度で参加していますか 

趣味関係のグループに参加している割合は 23.8％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）②スポーツ関係のグループやクラブへの参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.7

0.7

0.9

0.6

4.1

3.7

5.3

2.8

2.1

2.8

1.6

0.9

4.1

5.0

4.0

0.9

9.9

12.3

9.9

3.2

41.9

48.4

33.7

42.0

37.1

27.1

44.5

49.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答

（１）③趣味関係のグループへの参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

1.2

1.4

0.7

1.9

1.5

1.1

2.2

1.3

1.8

2.3

1.7

0.9

10.0

14.3

7.5

3.2

9.3

12.0

8.9

2.2

38.6

41.7

33.1

42.3

37.5

27.2

45.8

48.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答
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学習・教養サークルにどのくらいの頻度で参加していますか 

学習・教養サークルに参加している割合は 9.7％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防のための集いの場（ぽかぽかサロン等）にどのくらいの頻度で参加していま

すか 

介護予防のための通いの場に参加している割合は 6.1％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）④学習・教養サークルへの参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.3

0.2

0.3

0.3

0.5

0.7

0.4

0.5

0.6

0.6

0.3

2.5

3.0

2.4

1.3

5.9

7.6

5.6

1.6

47.5

57.2

37.5

42.0

42.9

30.8

53.2

54.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答

（１）⑤介護予防のための通いの場への参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.3

0.2

0.3

0.6

0.7

0.6

2.8

1.3

0.1

0.9

5.0

1.5

1.1

0.9

3.8

2.3

2.2

3.2

0.9

51.7

64.2

41.2

39.1

42.3

32.1

53.0

47.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答
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元気クラブにどのくらいの頻度で参加していますか 

元気クラブに参加している割合は 21.4％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町内会・自治会にどのくらいの頻度で参加していますか 

町内会・自治会に参加している割合は 35.6％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）⑥元気クラブへの参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.5

0.1

0.7

0.9

0.4

0.7

0.9

0.3

0.1

0.3

0.6

6.9

5.2

8.1

9.5

13.3

11.4

17.6

9.1

44.5

55.5

33.7

36.9

34.1

27.7

38.9

42.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答

（１）⑦町内会・自治会への参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

0.7

1.0

0.4

0.3

0.6

0.7

0.4

0.9

0.5

0.9

0.1

5.6

8.6

3.3

2.2

28.2

38.4

24.4

7.9

26.9

26.7

22.5

37.9

37.5

23.7

48.8

50.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答
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収入のある仕事にどのくらいの頻度で参加していますか 

収入のある仕事に参加している割合は 28.1％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきい

きした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加してみた

いと思いますか 

参加者としての参加意向は、「参加してもよい」（47.6％）と「是非参加したい」

（8.9％）を合わせた割合は 56.5％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）⑧収入のある仕事への参加頻度〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

12.0

21.1

4.9

2.2

3.8

5.9

2.7

0.3

1.5

2.2

0.9

0.9

3.2

4.4

2.7

0.3

7.6

9.4

7.6

2.5

34.0

32.6

32.9

40.4

37.9

24.4

48.3

53.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無 回 答

（２）地域住民有志のグループ活動への参加意向〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

8.9

9.9

8.5

7.3

47.6

54.9

46.3

29.7

25.7

21.7

24.4

40.1

7.0

7.5

7.3

5.0

10.8

6.0

13.5

18.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無 回 答
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地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきい

きした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お世話役）と

して参加してみたいと思いますか 

企画・運営者としての参加は、「参加してもよい」（30.4％）と「是非参加した

い」（3.3％）を合わせた割合は 33.7％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域住民有志のグループ活動への企画・運営参加意向〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

3.3

4.5

2.4

1.9

30.4

34.4

30.4

18.6

48.3

47.7

45.1

57.1

5.4

5.3

6.5

3.2

12.7

8.1

15.6

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無 回 答
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④たすけあいについて 

家族や友人・知人以外で、何かあったときに相談する相手を教えてください 

相談先は、「医師・歯科医師・看護師」が 29.7％と最も多く、次いで「社会福

祉協議会・民生委員」が 29.0％、「地域包括支援センター・役場」が 16.1％の

順です。 

一方、「そのような人はいない」の割合は全体では 21.4％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）家族や友人・知人以外で相談する相手〔％・複数回答〕
N = 1904

％

自治会・町内会・元気
クラブ

社会福祉協議会・民
生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護
師

地域包括支援セン
ター・役場

その他

そのような人はいない

無　回　答

10.0

29.0

7.4

29.7

16.1

7.3

21.4

13.9

9.8

22.8

5.8

27.6

16.1

8.7

25.0

12.9

10.8

33.9

6.5

30.3

16.7

7.2

17.9

15.3

8.8

36.3

14.2

35.0

14.5

3.5

18.6

13.2

0 10 20 30 40

全 体 74歳以下 75～84歳 85歳以上
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⑤認知症について 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいますか 

自分自身又は家族に認知症の症状があるかは、「はい」が 10.6％、「いいえ」が

82.2％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症に関する相談窓口を知っていますか 

認知症に関する相談窓口の認知度は、「はい」が 37.0％、「いいえ」が 55.7％

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

10.6

12.0

6.9

15.1

82.2

84.1

83.9

72.9

7.1

3.9

9.2

12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答

（２）認知症に関する相談窓口を知っていますか〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

37.0

40.5

34.0

33.4

55.7

54.9

57.1

54.6

7.4

4.5

8.9

12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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⑥今後の住まいについて 

今の住宅に今後も住み続けたいですか 

今の住宅に今後も住み続けたいかでは、「はい」が 83.1％、「いいえ」が 4.6％、

「わからない」が 8.6％です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）今の住宅に今後も住み続けたいですか〔％〕

N =

全　　　体 1904

74歳以下 881

75～84歳 694

85歳以上 317

83.1

82.0

83.9

85.2

4.6

4.8

4.9

3.5

8.6

10.4

7.5

5.7

3.6

2.8

3.7

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ わからない 無 回 答
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今の生活で困っていることや不安に感じていることはありますか 

生活上の困りごと等は、「自分自身の健康について」が 52.3％と最も多く、次

いで「家族の健康について」が 34.7％、「雪片付けなどについて」が 20.1％と

続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）今の生活で困っていることや不安なこと〔％・複数回答〕①
N = 1904

％

自分自身の健康につ
いて

家族の健康について

食事について

掃除について

入浴について

トイレについて

外出する時の移動手
段について

買い物について

雪片付けなどについて

収入など経済的なこと
について

話し相手

52.3

34.7

5.5

3.6

4.4

4.7

10.4

6.8

20.1

18.6

2.8

47.6

37.1

2.7

2.5

1.4

2.5

7.5

3.0

16.3

20.5

1.8

55.6

35.4

6.6

4.2

3.6

3.5

12.8

8.4

24.9

21.3

2.7

58.4

25.2

11.0

5.7

14.5

13.2

13.2

14.2

19.6

7.6

5.7

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体 74歳以下 75～84歳 85歳以上

（１）今の生活で困っていることや不安なこと〔％・複数回答〕②
N = 1904

％

声がけ・見守り

家族との関わり

近所との関わり

特になし

その他

無　回　答

1.0

4.7

3.8

24.1

2.2

6.6

0.5

5.7

4.4

27.6

2.3

5.8

1.9

4.3

3.7

23.9

2.4

5.8

0.6

3.2

1.9

14.8

1.3

11.0

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体 74歳以下 75～84歳 85歳以上
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⑦町の高齢者施策 

町の高齢者施策について、優先的に取り組むべきと思うものはなんですか 

町の高齢者施策として取り組むべきことでは、「今の住まいに住み続けられる

よう公的サービスを充実させること」が 27.6％と最も多く、次いで「介護状態

とならないよう介護予防サービスを充実させること」が 26.3％、「雪（雪おろし

や雪かきなど）について充実させること」が 22.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）町の高齢者施策について取り組むべきこと〔％・複数回答〕
N = 1904

％

健康に関する知識を身
に付ける勉強の機会を
増やすこと

介護状態とならないよう
運動する場所などの設
備を整備すること

介護状態とならないよう
介護予防サービスを充
実させること

住まい（サービス付き高
齢者住宅など）を整備す
ること

今の住まいに住み続け
られるよう公的サービス
を充実させること

食事（弁当配達など）に
ついて充実させること

移動手段（デマンドタク
シーなど）について充実
させること

雪（雪おろしや雪かきな
ど）について充実させる
こと

買い物（移動販売など）
について充実させること

認知症高齢者（家族含
む）への支援を充実させ
ること

医療（訪問診療など）に
ついて充実させること

地域の支え合い活動を
充実させること

その他

無　回　答

22.0

22.2

26.3

10.1

27.6

7.7

22.2

22.7

8.8

14.3

15.9

10.6

1.2

18.1

20.0

26.0

27.4

13.4

29.2

8.5

22.6

24.4

8.6

19.2

17.4

12.5

1.1

12.6

23.1

20.0

24.4

7.5

26.5

6.6

21.5

21.9

9.1

10.5

14.1

10.5

1.6

21.8

24.9

16.4

27.8

6.3

25.6

7.6

23.0

18.9

8.8

8.8

15.5

5.0

0.6

25.9

0 10 20 30 40

全 体 74歳以下 75～84歳 85歳以上
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（２）調査結果（在宅介護調査） 

在宅介護実態調査の概要 

１. 調査対象者 
令和元年 12 月１日現在、65 歳以上の朝日町住民で、要介護１～

５認定を受けて自宅で生活している高齢者 

２. 配布数 263件 

３. 回答数 180件 

４. 回収率 68.4％ 

５. 調査方法 郵送による配付・回収 

６. 調査期間 令和２年１月 

 

①高齢者の家族構成・介護の状況 

家族構成は、「その他」が 66.7％と６割を超えて多く、「夫婦のみ世帯」が

14.4％、「単身世帯」が 12.8％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護者は、「子」が 41.6％と多く、「配偶者」が 22.4％、「子の配偶者」

が 17.4％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.8% 14.4% 66.7% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=180)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

22.4%

41.6%

17.4%

0.0%

0.6%

1.9%

16.1%

0% 20% 40% 60%

配偶者

子

子の配偶者

孫

兄弟・姉妹

その他

無回答

合計(n=161)
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介護者の年齢は、「60代」が 35.4％と多く、「50代」が 18.0％、「80歳以

上」が 17.4％、「70代」が 11.2％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護の内容は、「食事の準備（調理等）」と「金銭管理や生活面に必要な諸

手続き」がともに 80.7％と多く、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）」が

80.0％、「外出の付き添い、送迎等」が 65.0％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0%

0.0%

1.2%

2.5%

18.0%

35.4%

11.2%

17.4%

0.0%

14.3%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=161)

33.6%

22.1%

25.7%

25.0%

30.7%

45.7%

26.4%

65.0%

61.4%

37.1%

14.3%

80.7%

80.0%

80.7%

7.9%

0.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=140)
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在宅生活を続けるために必要なサービスは、「移送サービス（介護・福祉タクシ

ー等）」が 34.3％と多く、「特になし」が 31.4％、「外出同行（通院、買い物な

ど）」が 24.1％、「見守り、声かけ」が 21.9％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険サービスの利用有無は、「利用している」が 61.7％と６割を占め、「利

用していない」が 31.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②介護者の状況 

介護者の就業状況は、「働いていない」が 40.4％と多く、「フルタイム勤務」が

27.3％、「パートタイム勤務」が 16.8％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.2%

10.9%

11.7%

8.8%

10.9%

24.1%

34.3%

21.9%

10.9%

3.6%

31.4%

0.7%

0% 20% 40%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉 等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=137)

移送サービス（介護・福祉タクシー等) 

61.7% 31.1% 7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=180)

利用している 利用していない 無回答

27.3% 16.8% 40.4% 0.0% 15.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=161)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答
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就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援は、「自営業・

フリーランス等のため、勤め先はない」が 19.8％と多く、「特にない」が 18.7％、

「介護をしている従業員への経済的な支援」が 14.3％、「制度を利用しやすい職

場づくり」が 13.2％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.8%

9.9%

13.2%

12.1%

2.2%

11.0%

4.4%

14.3%

2.2%

18.7%

1.1%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制な

ど）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

合計(n=91)
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介護者の就労継続については、「問題はあるが、何とか続けていける」が 33.3％

と多く、「続けていくのは、やや難しい」が 11.5％、「問題なく、続けていける」

が 9.4％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の在宅生活の継続に向けて、不安に感じる介護は、「認知症状への対応」が

43.5％と多く、「夜間の排泄」が 26.0％、「日中の排泄」と「外出の付き添い、

送迎等」がともに 24.4％、「入浴・洗身」が 18.3％と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.4% 33.3% 11.5% 5.2%2.1% 38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=96)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答

24.4%

26.0%

6.1%

18.3%

3.8%

9.2%

16.0%

24.4%

14.5%

43.5%

4.6%

15.3%

6.1%

5.3%

3.8%

6.1%

0.8%

0.8%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=131)
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第４章 計画の基本的な考え方 
１．計画の基本理念と基本目標 

基本理念「いつまでも健康に暮らせる、思いやりあふれるまちづくり」を実現

するために、３つの基本目標を設定して高齢者を支援する施策を推進します。 

 

基本目標１ 健康づくり・介護予防・生きがいづくりの推進 

（健康で生き生きと暮らす） 

介護予防の充実を図ることにより、できる限り健康寿命の延伸を図り健康な生

涯を送ることができるよう、また要介護状態にならないよう「予防」や「改善」

を図ることができる体制づくりを進めてきました。さらに介護予防を推進するた

め、要介護状態になる前から、体系的で効果的な介護予防サービスの充実を図り

ます。 

 

 

基本目標２ 安心・快適な暮らしの支援（安心して暮らす） 

介護や支援が必要になっても、できる限り住み慣れた家庭や地域で暮らし続け

ることが望まれています。そのためには、地域で継続的に相互に支え合うことが

できるよう支え合いの体制の充実が求められています。 

高齢者が明るく活力に満ちた生活をしていくには、社会参加の場や機会の拡大

を図り豊かな経験や知識、能力を生かして「生きがい」を見出し、地域社会を支

える一員として活躍できるよう支援します。 

 

 

基本目標３ 介護保険サービスの充実 

介護サービスの種類とニーズの双方が多様化している状況下において、高齢者

一人ひとりの希望に応じた介護サービスが提供されるよう、計画的に必要な基盤

整備の充実を図ります。そのためにも、医療や介護の連携を進めるとともに、多

様で柔軟なサービスを提供できる仕組みや体制の充実を目指します。 
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２．施策の体系 

《基本理念》 《基本目標》 《施策の柱》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い
つ
ま
で
も
健
康
に
暮
ら
せ
る
、
思
い
や
り
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り 

１．健康づくり・介護

予防・生きがいづ

くりの推進（健康

で生き生きと暮

らす） 

１．生涯を通じた健康づくりの推進 

２．介護予防・日常生活支援総合 

事業の推進 

３．高齢者の地域活動や社会参加の

推進 

１．介護サービスの整備の推進 

２．介護人材の確保・質の向上 

３．制度の円滑な実施 

３．介護保険サービス

の充実 

２．家族介護者への支援の充実 

３．認知症施策の総合的な推進 

５．相談・支援体制の強化 

６．地域包括ケアシステムの推進 

７．見守り体制、支え合い活動の 

推進 

１．在宅医療と介護の連携の推進 

８．災害時・感染症支援体制の整備 

２．安心・快適な暮ら

しの支援（安心し

て暮らす） 

４．福祉サービスの充実 
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第５章 高齢者保健福祉施策の推進 
基本目標１ 健康づくり・介護予防・生きがいづくりの推進 

（健康で生き生きと暮らす） 

１．生涯を通じた健康づくりの推進 

町では、健康づくりを体系立てて進めるために平成 17年３月に「きらきらあ

さひ健康プラン２１」を策定し、平成 25 年４月に第２次計画を策定しました。

各ライフステージの課題を分析し、各種事業を展開しており、特に高齢者に関す

る健康づくりについては、第５期以降の介護保険事業計画の中にも盛り込み進め

てきたところです。疾病を早期にあるいは未然に防ぎ、健康で長生きするのを支

援することを主眼に、健康診断、健康教室、健康相談、家庭訪問等を実施してい

ます。 

 

（１）健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

生活習慣病の予防、社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上等により、

健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）の延

伸を推進します。 

また、あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を整備し、健康

格差（地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態の差）の縮小を推進し

ます。 

【実績と目標値】 

 平成23年度 平成29年度 
令和４年度 

（見込み） 

自分で健康だと思う人の

割合を増やす 
78％ 80.8％ 90％ 

 

（２）主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

がん、循環器疾患、糖尿病及び COPD（慢性閉塞性肺疾患）に対処するため、

食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防に重点を置いた対策を推進す

るとともに、合併症の発症や症状の進展等の重症化予防に重点を置いた対策を推

進します。 

【実績と目標値】 

 平成23年度 平成29年度 
令和４年度 

（見込み） 

特定健診受診率の向上 54.1％ 56.1％ 60.0％ 
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【実績と目標値】 

 平成23年度 平成29年度 
令和４年度 

（見込み） 

特定保健指導利用者の

終了割合の向上 
37.2％ 41.6％ 45.0％ 

 

（３）社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

町民が自立した日常生活を営むことを目指し、乳幼児期から高齢期まで、それ

ぞれのライフステージにおいて、心身機能の維持及び向上につながる対策に取り

組みます。 

 

（４）健康を支え、守るための社会環境の整備 

町民が主体的に行う健康づくりの取組を総合的に支援する環境を整備します。

また、社会全体が相互に支え合いながら、町民の健康を守る環境を整備します。 

 

（５）生活習慣及び社会環境の改善 

町民の健康増進を形成する基本要素となる「栄養・食生活」「身体活動・運動」

「休養及びこころの健康」「飲酒」「歯及び口腔の健康」に関する生活習慣の改善

が重要であり、ライフステージや性差、社会経済的状況等の違いに着目し、生活

習慣病を発症する危険度の高い集団などへの働きかけを重点的に行うとともに、

地域や職場等を通じて健康増進への働きかけを行います。 

 

（６）介護予防と健康づくりの一体的推進 

後期高齢者の心身の状況としては、身体的脆弱性や複数の慢性疾患、認知機能

や社会的つながりの低下といった多面的な課題を抱える、いわゆるフレイル状態

にある場合も多くみられ、これまでの疾病予防・重症化予防における個別的な対

応のみならず、フレイル予防の観点を持った、社会参加を含む地域での取組へと

拡大していく必要があります。高齢者の特性を前提に、後期高齢者の自立した生

活を実現し、健康寿命の延伸を図っていくためには、生活習慣病等の重症化を予

防する取組と、生活機能の低下を防止する取組の双方を一体的に実施する必要性

があります。 

医療、介護、保健等のデータを一体的に分析し、高齢者一人ひとりを医療、介

護、保健等の必要なサービスに結びつけていくとともに、社会参加を含むフレイ

ル予防等の取組まで広げていく必要があることから、健康課題にも対応できるよ

うな通いの場や、通いの場を活用した健康相談、受診勧奨の取組の促進等、後期

高齢者医療制度の保健事業と介護予防との一体的な実施を推進します。 
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２．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

（１）地域支援事業の構成 

要支援・要介護状態になった場合においても、住み慣れた地域で自立した日常

生活を送れることを目的として、地域支援事業を実施しています。地域包括ケア

システム構築に向け中核機関である地域包括支援センターの体制強化を図り、

「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」「地域ケア会議の推進」「生活

支援サービスの体制整備」等の事業を推進して高齢者の自立支援・重度化予防に

努めます。 

地域支援事業の構成 

 

 ○介護予防・日常生活支援総合事業     ○包括的支援事業・任意事業  
 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

  

①介護予防・生活支援サービス事業 
○訪問型サービス 

○通所型サービス 

○生活支援サービス 

○介護予防ケアマネジメント 

③包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 

○在宅医療・介護の連携推進 

○認知症施策の推進 

○生活支援サービスの体制整備 

対象者： 

①要支援認定者 

②事業対象者 

②一般介護予防事業 
○介護予防把握事業 

○介護予防普及啓発事業 

○地域介護予防活動支援事業 

○地域リハビリテーション活動支援

事業 対象者： 

第１号被保険者、

及びその支援者 

④任意事業 
○介護給付適正化事業 

○介護家族支援事業 

○その他の事業 
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（２）介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

介護予防・日常生活支援総合事業では、住民主体の多様なサービスなどを取り

入れ、要支援者等の在宅生活の安心確保を図ります。高齢者の社会参加の促進や

要支援状態を予防する事業の充実によって、要支援・要介護認定に至らない高齢

者の増加を図り、要支援状態からの自立促進や重度化予防を目指します。 

①介護予防・生活支援サービス事業 

サービス事業の提供は、直接実施や委託だけではなく、指定事業者によるサー

ビス提供や、ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する補助（助成）といった様々

な提供体制を整備していきます。内容の充実を図り、町民に広く周知し、利用者

数の増加を目指します。 

 

１）訪問型サービス 

種類 説明 

※訪問介護 

（介護予防訪問介護） 

訪問介護事業者の訪問介護員による、身体介護や

生活援助サービスです。 

・訪問型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービス） 

訪問介護事業者以外の事業者による、生活援助を

中心としたサービスです。 

・訪問型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

住民主体の自主活動による、生活援助等のサービ

スです。 

・訪問型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

保健師等の保健・医療の専門職による、居宅での

相談指導などのサービスです。 

・訪問型サービスＤ 

（移動支援） 

ボランティアの活動による、移送前後の生活支援サ

ービスです。 

※のサービスを朝日町では実施しています。 

【訪問介護の利用実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

84人 84人 96人 

【訪問介護の利用目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

96人 108人 108人 
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２）通所型サービス 

種類 説明 

※通所介護 

（介護予防通所介護） 

通所介護事業者による、生活機能の向上のため

の機能訓練などのサービスであり、通所介護事業

者で対応します。 

※通所型サービスＡ 

（緩和した基準によるサービス） 

通所介護事業者等による、ミニデイサービスや運

動・レクリエーションなどのサービスであり、平成29

年度から実施しています。 

・通所型サービスＢ 

（住民主体による支援） 

住民主体による、体操・運動などを自主的な通い

の場で行うサービスです。 

・通所型サービスＣ 

（短期集中予防サービス） 

保健・医療の専門職による、生活機能を果然する

ための運動器の機能向上や栄養改善等のプログ

ラムを提供するサービスです。 

※のサービスを朝日町では実施しています。 

【通所介護の利用実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

384人 420人 456人 

【通所介護の利用目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

480人 504人 528人 

 

【通所型サービス Aの利用実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

36人 24人 36人 

【通所型サービス Aの利用目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

48人 48人 48人 

 

３）介護予防ケアマネジメント 

介護予防ケアマネジメントは、利用者本人が居住する地域の地域包括支援セン

ターが実施します。 

 

４）その他生活支援サービス 

生活支援体制整備事業で必要なサービスについて検討していきます。 
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②一般介護予防事業 

種類 説明 

○介護予防把握事業 

地域の実情に応じて、収集した情報等の活用により閉じ

こもり等、何らかの支援を要する者を把握し、介護予防

活動につなげる事業です。 

○介護予防普及啓発事業 

・ 地区介護予防教室 

・ 男の料理教室 

・ 骨々サロン（運動器向上） 

・ ぽかぽかサロン（認知症予防） 

・ はつらつサロン（認知症予防） 

・ 介護予防訪問相談 

・ らくらくポール教室 

・ 70歳の楽校 

高齢者が地域において自主的な介護予防に資する活

動に積極的に参加し、介護予防に向けた取組が実施で

きるよう基本的な知識及び情報を普及啓発する事業で

す。教室の開催場所などについて町民の方が参加しや

すいように調整していきます。また、フレイル予防や栄養

について専門職から学ぶ機会を提供していきます。 

○地域介護予防活動支援事業 

・ 高齢者居場所づくり活動支援

補助金 

・ 高齢者サロン活動支援補助金 

・ 介護予防ボランティア研修会 

・ 介護予防ボランティアポイント 

地域における様々なグループや自主活動に対し、介護

予防の視点から支援し、地域の主体的な介護予防への

取組を推進する事業です。地域のつながりを大切にす

るため、通いの場への支援を行います。 

○一般介護予防事業評価事業 
介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検

証を行い、一般介護予防事業の事業評価を行います。 

○地域リハビリテーション活動 

支援事業 

理学療法士・作業療法士等が、地域ケア会議、サービ

ス担当者会議、介護予防事業に関与し、地域における

介護予防の取組を強化する事業です。 
 

【一般介護予防事業の実績】 

事業内容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

骨々サロン（運動機能向上） 22回 19回 15回 

はつらつサロン（認知症予防） 8回 8回 6回 

男の料理教室 13回 10回 3回 

介護予防地区健康教室 39回 29回 15回 

介護予防ボランティア研修会 2回 0回 1回 

【一般介護予防事業の目標値】 

事業内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

骨々サロン（運動機能向上） 24回 24回 24回 

はつらつサロン（認知症予防） 8回 8回 8回 

男の料理教室 10回 10回 10回 

介護予防地区健康教室 20回 25回 30回 

介護予防ボランティア研修会 2回 2回 2回 
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【高齢者が主体の介護予防や生きがいづくりの活動の場所の実績】 

事業内容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

地域の誰でも毎週参加できる場所 1か所 1か所 1か所 

公民館などで行う月1回程度の 

お茶のみ会 
21か所 21か所 17か所 

【高齢者が主体の介護予防や生きがいづくりの活動の場所の目標値】 

事業内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域の誰でも毎週参加できる場所 2か所 2か所 2か所 

公民館などで行う月1回程度の 

お茶のみ会 
18か所 19か所 20か所 

【フレイルについて（厚生労働省資料）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．高齢者の地域活動や社会参加の推進 

（１）高齢者の社会参画と生きがいづくりの推進 

①長寿クラブ活動の推進 

本町の長寿クラブは、おおむね 65歳以上で同一地域に居住する会員が、自主

的に集まり教養の向上、介護予防についての取組及び社会奉仕活動等による地域

社会との交流等を総合的に実施しています。高齢化により会員数とクラブ数が減

少傾向で、地域のリーダーの担い手不足もあり、各地区において継続的に活動で

きるように支援します。  
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【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

26 クラブ 

579人 

22 クラブ 

490人 

20 クラブ 

460人 

②シルバー人材センター 

朝日町シルバー人材センターの会員数は毎年微増しており、生きがいづくりの

ための活動の場となっています。今後は人材不足の産業等において、活動の場を

広げることが期待されることから、法人化により運営と活動が充実し、地域への

貢献生きがいづくりが一層図られるよう、活動を支援します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

115人 120人 120人 

③敬老事業の開催 

高齢者に対し、その長寿を祝し、長年の社会に対する尽力に敬老の意を表する

ため、米寿者には賀詞と祝い品を、上寿者等のうち 100 歳の方と、以降５歳き

ざみで賀詞と祝い品を、100 歳を超える方については祝い品の贈呈等を今後も

引き続き実施します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

上寿 19人 

米寿 90人 

上寿 24人 

米寿 87人 

上寿 28人 

米寿 73人 

④高齢者生産活動センター生産活動部会 

高齢者の持っている優れた技術、特性等趣味を生かしながら生産活動に参加し、

仲間と語らいながら真の生きがいを創りだすことを目的に設置されており、薬草

部、民芸部、養魚部、ハーブの会、木工部の５部会が活動しています。部員数も

増加している部会もあるため、引き続き活動の活性化を図ります。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

4部会 4部会 5部会 
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基本目標２ 安心・快適な暮らしの支援（安心して暮らす） 

１．在宅医療と介護の連携の推進 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一

体的に提供するために、町内関係機関との連携調整を行うとともに、寒河江市西

村山地域で共同設置している在宅医療介護連携室「たんぽぽ」を中心に、広域的

な医療機関と介護サービス事業者などの連携を推進します。 

 

①現状分析・課題抽出・施策立案 

（ア）地域の医療・介護の

資源の把握 

地域の医療機関、介護事業者等の住所、機能等を把握し、これま

でに自治体等が把握している情報と合わせて、リスト又はマップを

作成、活用します。 

（イ）在宅医療・介護連携

の課題の抽出 

地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・

介護連携の現状と課題の抽出を行います。 

（ウ）切れ目のない在宅医

療と在宅介護の提供

体制の構築推進 

地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療

と介護が一体的に提供される体制の構築を目指した取組を行い

ます。 

②対応策の実施 

（エ）在宅医療・介護関係

者に関する相談支援 

地域の在宅医療と介護の連携を支援する相談窓口の運営を行

い、地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等からの、

在宅医療・介護連携に関する相談等を受け付け、連携調整、情報

提供等により、その対応を支援します。 

（オ）地域住民への普及啓

発 

在宅医療・介護サービスに関する講演会開催、パンフレットの作

成・配布等により、地域住民の在宅医療・介護連携の理解を促進

します。 

（カ）医療・介護関係者の

情報共有 

情報共有の手順等を含めた情報共有ツールを整備し、地域の医

療・介護関係者間の情報共有の支援を行います。 

（キ）医療・介護関係者の

研修 

地域の医療・介護関係者の連携を実現するために、多職種合同

による研修会や専門職毎の研修会を開催し、相互理解と連携強

化を行います。 

③対応策の評価・改善 
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２．家族介護者への支援の充実 

（１）家族介護者への支援 

①家族介護交流 

高齢者を在宅で介護している家族や近隣の援助者などの相互の情報交換や心

身のリフレッシュを図るため、座談会、施設見学、講習会等を実施しています。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

年 4回（延 28人） 年 4回（延 31人） 年 4回 

 

②介護教室 

高齢者を介護している家族に、介護方法や介護予防、介護者の健康づくり等の

知識技術を習得するための研修会を開催します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

年 1回（15人） 年 1回（13人） 年 1回 

 

③家族介護者激励金事業 

在宅で要介護４～５の方を、介護保険サービスを利用せずに介護している方へ

の慰労事業です。 

 

④徘徊高齢者家族等支援事業 

認知症による徘徊高齢者が徘徊行動により所在不明になったとき、現在位置を

速やかに把握するサービス利用を支援していきます。 

 

⑤無事かえる見守り支援事業 

認知症の高齢者が、徘徊や迷子により自宅に戻れず行方不明となったとき、早

期に発見できるように、高齢者の情報を事前に登録し、見守りグッズを配付する

ことにより、高齢者ご本人の安全とご家族への支援を図ります。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

登録者 11人 登録者 14人 登録者 14人 
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⑥認知症高齢者等見守り支援事業 

認知症高齢者等やご家族支援のための見守り訪問を行う事業へ補助を行い、地

域の支援を推進します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

実 36人 実 26人 実 28人 

 

⑦見守り配食事業 

単身高齢者や高齢者世帯で食事をつくることが困難な高齢者に対して、見守り

とともに弁当を配達します。令和３年度から週３回の配達を行い、サービスの拡

充を図ります。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

実 33人 実 30人 実 32人 

 

３．認知症施策の総合的な推進 

（１）認知症施策の推進 

全国的にみると、認知症日常生活自立度Ⅱ以上の認知症高齢者は要介護認定者

の約６割であり、今後も増加することが予測されており、本町においても同様の

傾向が見られます。認知症の早期診断・早期対応とともに、認知症地域支援推進

員による相談対応等より認知症になっても住み続けられる地域の実現をめざし

ます。認知症高齢者や家族からの相談に対して、地域包括支援センターを中心に

きめ細かな対応ができるよう、認知症に関する地域ネットワ－クづくりの推進を

図ります。加えて、これまで地域で培われてきた認知症高齢者を支える取組を整

理し、認知症高齢者やその家族、地域住民に対して認知症の生活機能障害に応じ

た支援内容を体系的に紹介した「認知症ケアパス」を活用するとともに、認知症

サポーター養成講座の開催等により、今後ますます増加する認知症高齢者を地域

でいかに支えていくかを周知します。 

①認知症初期集中支援チーム「あさひオレンジチーム」の活動 

町では、平成 29年２月に認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限

り住み慣れた地域で暮らし続けるために、認知症初期集中支援チームを配置し、

支援チーム員として、認知症サポート医、保健師、看護師、作業療法士、理学療

法士等専門職種が連携し支援を行っております。今後も、早期診断及び早期対応

に向けた支援体制を維持する必要があります。 
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②認知症カフェ「ほっとカフェ」（出張カフェを含む） 

認知症について気軽に相談できる交流の場として、「ぽかぽかサロン」にて認知

症カフェを開催しています。介護するご家族の方の閉じこもりの防止、認知症に

関する情報収集、悩み相談、同じ境遇にある方同士のつながりの場となっていま

す。今後も、認知症を抱えている本人やご家族に寄り添い、継続した支援につな

がるよう、様々な機会でのカフェ開催を検討してまいります。 

③認知症サポーター養成講座の開催 

県の講義を受講した町内認知症キャラバンメイトが講師となり、認知症の方や

その家族の支援を行う認知症サポーターを養成しています。今後も県主催の認知

症キャラバンメイト養成講座に参加してもらえるよう、介護事業所や一般町民の

方などに広く情報提供をしていきます。 

当町では、認知症についての知識や接し方を習得することができるように町内

小学校４～６年生に対して認知症サポーター養成講座を開催しています。さらに、

認知症サポーター養成講座を受講された方の活動が、継続、また活性化していけ

るような取組も検討していきます。 

 

４．福祉サービスの充実 

（１）在宅福祉サービスと施設サービス 

①ふれあい緊急通報装置設置事業 

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯で、疾病等により緊急時の安全の確保が

必要なとき、緊急時の安全確保と精神的な不安解消のため緊急通報装置を設置し

ています。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

設置件数 28件 33件 33件 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

設置件数 35件 35件 35件 

 

②車椅子移送サービス 

自力で移動が困難な高齢者等が、通院や施設利用等において車椅子に乗ったま

ま使用できる車の貸し出しを行うことにより、積極的な社会参加を促すとともに、

福祉の向上を図っていきます。 
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【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

貸出件数 12件 17件 16件 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

貸出件数 20件 20件 20件 

 

③除雪費支給事業 

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯で、自力での雪下ろしや除雪が困難な

方に対し地域活躍応援事業等により除雪費の援助を行い、冬期間の自立支援を図

っていきます。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

利用人数 93人 77人 104人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 100人 100人 100人 

 

④気配り除雪 

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の玄関先に雪を置かないよう配慮した

町道等の除雪に取り組み、冬期間の自立支援を図っていきます。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

利用人数 135人 142人 141人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 150人 150人 150人 

 

⑤訪問理美容サービス 

心身の障がい及び傷病等の理由により、理美容所に行けない高齢者を対象に、

自宅を訪問しての理髪等に対し助成を行い、より快適な自立した生活を送れるよ

う支援していきます。 
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【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

利用人数 8人 8人 11人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 10人 10人 10人 

 

⑥紙おむつ支給 

在宅で介護を必要としている要介護１～２の方を対象に支給しています。衛生

的で快適な生活環境を提供するとともに、介護をしている方の負担軽減を図って

いきます。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

支給人数 205人 197人 200人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支給人数 210人 210人 210人 

 

⑦福祉タクシー利用助成 

心身障がい者や在宅ねたきり高齢者の方がタクシーを利用する際の、運賃を助

成しています。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

利用人数 72人 75人 65人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 70人 70人 70人 

 

⑧自動車燃料助成 

心身障がい者や在宅ねたきり高齢者の方の自動車の燃料を助成し、日常生活の

活動を支援していきます。 
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【実績】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

利用人数 132人 133人 141人 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利用人数 140人 140人 140人 

 

（２）老人施設の整備状況 

養護老人ホームは 65歳以上の高齢者で、家庭環境上の理由及び経済的な理由

により在宅で養護を受けることが困難な方が入所する施設です。西村山地区広域

行政事務組合（１市４町で構成）が養護老人ホーム「明鏡荘」を設置しており、

本町では老人福祉法に基づき入所措置を行っています。平成 27年４月１日から

養護老人ホーム明鏡荘が特定施設入所者生活介護事業者の指定を受けており、平

成 30年度より外部サービス利用型から一般型へ移行しました。 

 

５．相談・支援体制の強化 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターでは、高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を送

ることができるよう、保健師や介護支援専門員等がそれぞれの専門性を活かしな

がら、相談及び支援を行っています。また、要支援１・２の認定を受けた方や総

合事業対象者の方の介護予防サービス計画や介護予防ケアマネジメントの作成

を行うほか、高齢者に対する虐待予防や早期発見、権利擁護のために必要な援助

を行うなどの活動を実施しています。地域の高齢者が住み慣れた地域で暮らすこ

とができるよう、地域の介護支援専門員（ケアマネジャー）が個々の高齢者の状

況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメント実践のために各研修会の実

施等支援を行っています。 

総合相談件数は毎年増加しています。キーパーソンの不在や認知症や家族を含

めた課題など、問題が多様化しており、多職種連携等チームでの対応が必要とな

っています。 

継続的に安定した事業実施につなげるため、センターは自らその実施する事業

の質の評価を行うことによって事業の質の向上に努めるとともに、運営協議会と

連携しながら定期的な点検を行い、運営に対して適切に評価を行います。 
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【地域包括支援センターの機能強化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域包括支援センター 

※地域の実情を踏まえ、基幹的な役割のセン

ター（※1）や機能強化型のセンター（※2）を位

置付けるなどセンター間の役割分担・連携を強

化 

市町村 

運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等 

都道府県 

市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等 

今後充実する業務につい

ては地域包括支援センター

又は適切な機関が実施 

〈例〉 

・基幹的な役割のセンター

に位置付ける方法 

・他の適切な機関に委託し

て連携する方法 

・基幹的な役割のセンター

と機能強化型のセンターで

分担する方法 等 

包括的支援業務 

介護予防ケアマネジメント 

従来の業務を評価・改善することに

より、地域包括ケアの取組を充実 

介護予防の推進 

多様な参加の場づくりとリハビリ専門

職の適切な関与により、高齢者が生き

がいをもって生活できるよう支援 

※1 基幹的な役割のセンター 

（直営センターで実施も可） 

たとえば、センター間の総合

調整、他センターの後方支

援、地域ケア推進会議の開催

などを担う 

※２ 機能強化型のセンター 

過去の実績や得意分野を踏

まえて機能を強化し、他のセ

ンターの後方支援も担う 

在宅医療・介護連携 

 

地域医師会等との連携により、

在宅医療・介護の一体的な提

供体制を構築 

認知症初期集中支援チーム 

認知症地域支援推進員 

 

早期診断・早期対応等により、認

知症になっても住み慣れた地域

で暮らし続けられる支援体制づく

りなど、認知症施策を推進 

生活支援 

コーディネーター 

 

高齢者のニーズとボランティ

ア等の地域資源とのマッチン

グにより、多様な主体による

生活支援を充実 

地域ケア会議 

 

多職種協働による個別事例のケアマネ

ジメントの充実と地域課題の解決による

地域包括ケアシステムの構築 
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【介護予防ケアプラン（介護予防支援・介護予防ケアマネジメント）策定実績】 

（件） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

事業対象者・要支援認定者数 119人 131人 125人 

地域包括支援センター 
新規 16 19 17 

継続 644 655 640 

ふれあい荘 
新規 2 0 1 

継続 34 32 33 

社会福祉協議会 
新規 2 3 3 

継続 75 97 109 

指定居宅介護支援 

事業所あさひ 

新規 2 3 2 

継続 17 19 36 

さがえ西村山農協 
新規 1 0 0 

継続 31 24 24 

大寿荘 
新規 3 2 1 

継続 3 19 16 

西村山介護計画室 
新規 0 3 0 

継続 0 24 5 

えがおで 
新規 0 1 2 

継続 0 8 20 

なごみ 
新規 0 0 2 

継続 0 0 12 

合 計 
新規 26 31 28 

継続 813 878 895 

【総合相談支援事業実績】 

相 談 内 容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

介護保険、保健福祉サービスに関

すること 
543件 643件 650件 

（２）権利擁護・虐待防止対策の強化 

①成年後見制度利用の促進 

認知症等によって判断能力が十分でない高齢者の権利を擁護するため、平成

12 年に成年後見制度が、平成 28 年５月に成年後見制度の利用の促進に関する

法（成年後見制度利用促進法）が施行されました。本町では、本人に身寄りがな

い場合は町長が申立ての審判請求を行うとともに、制度を有効に活用できるよう

に適切な支援を行っております。また、高齢者福祉相談において随時相談を受け、

課題解決に向けた支援策について検討しています。 
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年々高齢化が進むことに伴い認知症高齢者が増加し、申立件数が増えているこ

とから、平成 29年３月に「成年後見人制度利用促進基本計画」を国が定めてい

ます。この計画では、市町村において、相談や利用普及啓発等を担う権利擁護支

援の地域連携ネットワークの中核機関を整備することが望ましいとされている

ため、今後検討が必要と思われます。 

 

②虐待防止対策 

高齢者虐待の防止に迅速な対応ができるよう、複雑多岐にわたる問題を様々な

視点から分析し解決を図るため、地域包括支援センター、民生委員・児童委員、

警察、医療機関、介護サービス事業所、地域団体等で組織する「朝日町家庭等に

おける虐待防止連絡協議会」を平成 23年１月に設置し、相互連携のもと虐待防

止対策に取り組んでいます。また、高齢者虐待を未然に防止するためには、地域

住民一人ひとりが高齢者虐待に関する認識を深めることが、高齢者虐待の防止と

早期発見の第一歩となることから、民生委員・児童委員はじめ地域住民に対する

知識や理解の普及、啓発に積極的に取り組んでいきます。 

【総合相談支援事業の実績】 

相 談 内 容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

権利擁護（成年後見制度等）に関する

こと 
7件 7件 10件 

高齢者虐待に関すること 9件 16件 15件 

 

（３）生活支援サービスの体制整備 

単身や夫婦のみの高齢者世帯及び、認知症高齢者が増加するなか、高齢者が地

域とのつながりや生きがいを持ちながら暮らしていくためには、医療・介護サー

ビスの充実を図るとともに、日常生活を支えていく生活支援サービスの体制整備

を同時に図っていくことが不可欠です。 

多様な主体（ＮＰＯ、民間企業、協同組合、社会福祉法人、ボランティア等）

の参画を得ながら連携体制を構築し、それぞれの主体の持ち味を活かした地域の

支援体制の充実・強化を図ります。 

朝日町社会福祉協議会と連携し、生活支援サービスの体制整備を促進する事業

を地域支援事業の包括的支援事業に位置付け、地域の体制整備を推進する生活支

援コーディネーター（地域支え合い推進員）を配置し、その活動を支える協議体

を 1か所設置し、取組を推進します。 
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【生活支援サービスの提供イメージ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活支援体制整備事業の実績】 

事業内容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

協議体会議 5回 4回 3回 

地区ワークショップ 2地区 5地区 0地区 

機関紙発行 5回 4回 4回 

町民研修会 1回 1回 1回 

【生活支援体制整備事業の目標値】 

事業内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協議体会議 4回 4回 4回 

地区ワークショップ 5地区 5地区 5地区 

機関紙発行 4回 4回 4回 

町民研修会 1回 1回 1回 
 

（４）地域ケア会議の実施 

包括的・継続的ケアマネジメントの効果的な実施のために、医療介護の専門職

等の関係者が共同し、個別ケースを検討する「地域ケア会議」を開催し、住み慣

れた住まいでの生活を地域で支援していきます。また、個別ケースの検討により

共有された地域課題について検討する場として、「地域ケア推進会議」を開催し、

地域づくりや地域包括システムの構築を推進していきます。 

市
町
村
単
位
の
圏
域 

小
学
校
区
単
位
の
圏
域 

自
治
会
単
位
の
圏
域 

介護者支援 

コミュニティカフェ 声かけ 

交流サロン 

家事援助 

配食＋見守り 

移動販売 

権利擁護 

安否確認 

外出支援 食材配達 

 

 

 

 

社会福 

祉法人 

ボラン 

ティア 
協同組合 ＮＰＯ 民間企業 

事 業 主 体 

バックアップ 

 

市町村を核とした支援体制の充実・強化 

（コーディネーターの配置、協議体の設置等を通じた住民ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等） 

 

 

民間とも協働して支援体制を構築 
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【実績】 

事業内容 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

地域包括ケア推進会議 1回 1回 1回 

地域ケア個別会議の開催 12回 11回 8回 

【目標値】 

事業内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域包括ケア推進会議 1回 1回 1回 

地域ケア個別会議の開催 12回 12回 12回 

 

 

６．地域包括ケアシステムの推進 

（１）地域包括ケアシステムの構築による地域づくり 

高齢者の尊厳を支えるケアを実現するため、団塊の世代が 75歳以上となり介

護が必要な高齢者が急速に増加する 2025 年までに、各地域の実情に応じた地

域包括ケアシステムの構築を目指しています。介護給付等対象サービスの充実を

図るとともに、在宅医療・介護連携の推進、認知症施策や生活支援サービスの充

実が実現可能となります。 

このため、第６期計画以降を地域包括ケア計画として位置付け、2025年度ま

での各計画期間を通じて地域包括ケアシステムを下図のようなＰＤＣＡサイク

ルにより段階的に構築してきました。第８計画への位置付けと、目指すべき姿を

具体的にしながら目標を設定して取り組みます。 

本町では、地域包括ケアシステムの構築を重点的な取組と位置付け、地域の実

情に応じた制度を整備してきました。第８期計画においても、地域包括ケアシス

テム構築の取組を一層発展させ、これまで整備してきた地域資源を活用した「自

助」「互助」「共助」「公助」の取組を推進することで、介護・予防・医療・生活支

援・住まいの一体的な提供の実現を目指します。 

あわせて、少子高齢化や核家族化等に伴い複合化する地域課題に対応するべく

医療、介護、予防、生活支援サービスを切れ目なく提供し、地域生活を総合支援

する「地域包括ケアシステム」を深化させて、高齢者、障がい者、子ども・子育

て世代等を包含して支える「丸ごと」の共生社会の実現が今後求められることか

ら、包括的な相談支援体制の強化を検討していきます。 
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朝日町の地域包括ケアシステム 
病気になったら･･･ 
医 療 

町役場（健康福祉課内）に 
地域包括支援センターを設置 

住まい 

いつまでも地域で元気に暮らすために 
生活支援・介護予防 

 

・ケアマネジャー 
（居宅介護支援事業所） 

生きがいを持って暮らすために 
生きがい・就労 

 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います 

・一般就労 
・シルバー人材センター 
・ボランティア 

■日常の医療 
・かかりつけ医、診療所 
・地域の連携病院 
・歯科医療、薬局 
■在宅医療サービス 通院・入院 通所・入所 

在宅医療・介護の連携 

       

■生きがいづくり 
・長寿クラブ活動支援 
・スポーツ、生涯学習 
■きらきらあさひ健康プラン２１ 
・健康診断、健康教室 
・健康相談、家庭訪問 
■介護予防・日常生活支援総合事業 
一般介護予防事業 

朝日町地域ケア推進会議 
・高齢者福祉施策の計画・実施 
・健康づくり施策の計画・実施 
・様々 な主体との連携 等 

朝日町地域ケア個別会議 
・地域課題の把握 
・ネットワークの構築 
・多職種による事例検討等 
（薬剤師・歯科衛生士・管理栄養士・ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ等） 

長寿クラブ、自治会、ボランティア、NPO等 

病院：急性期、 
回復期、慢性期 

■在宅系サービス 
・訪問介護・看護・通所介護 
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 等 
■施設系サービス 

介護が必要になったら･･･ 
介 護 

医師会、歯科医師会、薬剤師会 
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①地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、介護給付等対象サービスや地域支

援事業に携わる人材を安定的に確保するための取組が重要です。 

このため、県と連携しながら、介護専門職、支え手となるボランティア、ＮＰ

Ｏの育成、町民後見人の育成、認知症サポーターの養成など、必要な施策に取り

組みます。 

②高齢者の居住安定に係る施策との連携 

住まいは地域包括ケアシステムの基礎となるため、地域においてそれぞれの生

活のニーズに合った住まいが提供され、かつ生活支援サービスを利用しながら個

人の尊厳が確保された生活の実現が、保健・医療・介護などサービス提供の前提

となります。 

このため、持家や賃貸住宅の住宅改修支援に加え、加齢対応構造等を備えた公

営住宅その他の高齢者に対する賃貸住宅や老人ホーム等に関する供給目標など

について、必要に応じて県と連携を図り定めていきます。 

③介護予防・生活支援事業の充実 

介護予防事業（運動器の機能向上、物忘れ・うつ予防等）の充実を図り、高齢

者の生活機能を改善し、健康寿命の延伸を目指します。また、高齢者の生活支援

サービスを充実するため、住民主体の活動を推進するとともに、生活支援協議体、

生活支援コーディネーターを中心に既存の資源を見直しや、ニーズに応じたサー

ビスの創出に取組んでいきます。 

④在宅医療と介護の連携 

医療機関と介護の連携の推進のために、西村山管内一市四町で在宅医療介護連

携室「たんぽぽ」を設置し、広域的に取り組むともに、町内在宅医療介護の連携

研修会等を開催し体制の整備を図ります。 

 

 

７．見守り体制、支え合い活動の推進 

（１）地域における支え合いの推進 

少子高齢化、小家族化の進展により、高齢者も互いに支え合い社会参加するこ

とにより、高齢者を含めた町民がサービスの受け手としてだけでなく、公的なサ

ービスとの連携を図りながら、相互に支え合う仕組みづくりを進めます。 

地域住民と福祉、ボランティア団体、行政が協働で地域福祉を推進していくた

めに、町社会福祉協議会への支援、地域のネットワークづくりの推進を図ります。 
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①町社会福祉協議会への支援 

社会福祉協議会では、町からの委託事業や介護保険サービスのほか、福祉団体

の活動支援、ボランティアの育成支援を行ってきました。 

地域や住民の保健福祉ニーズが多様化する中、地域や福祉団体、ボランティア

団体等との連携により、地域福祉活動の中心的役割を担っていくことが期待され

ています。ボランティア団体や長寿クラブ、身体障がい者福祉協会等の支援の充

実を図り、社会福祉協議会の活動の支援に取り組んでいきます。 

②地域におけるネットワ－クづくりの推進 

地域の方による様々な保健福祉活動を、社会福祉協議会や各地区と連携して、

地域のネットワ－クづくりの推進を図ります。 

 

 

８．災害時・感染症支援体制の整備 

（１）災害時の安全確保について 

地震や集中豪雨等の発生時に、単身高齢者や高齢者のみの世帯等、災害時に手

助けを必要とする方に対して、「朝日町地域防災計画」（平成 30年３月改定）「朝

日町避難行動要支援者の避難行動支援計画」（平成 30年３月）に基づき支援体制

を整えています。「朝日町避難行動要支援者の避難行動支援計画」では「避難行動

要支援者名簿の作成」、「個別計画」の策定支援などを行っています。また、被災

者で、避難所生活を継続することが困難になった高齢者等については、町内の高

齢者施設５か所（特別養護老人ホームふれあい荘、特別養護老人ホーム和合荘、

グループホームあさひ、明鏡荘、ぬくひデイサービス）を高齢者対象の福祉避難

所として、救援、救護活動を行います。 
 

（２）感染症等に備えた体制整備 

本町では、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年）及び感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年）に基づき、平成

26 年９月に「朝日町新型インフルエンザ等行動計画」を作成しました。令和 2

年に発生した新型コロナウイルス感染症に関しての対策については、朝日町新型

インフルエンザ等行動計画に準じて対策を講じていくこととしています。 

新型コロナウイルス感染症は、高齢者が罹患により重症化する危険性の高いも

のとなっております。感染症防止を図るとともに、外出機会の減少や通いの場の

規模縮小などが生じないよう感染対策に努めるとともに、介護事業所に対し速や

かな情報伝達や衛生物品の優先供給等、事業継続の支援を行います。 
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基本目標３ 介護保険サービスの充実 

１．介護サービスの整備の推進 

（１）介護サービスの基盤整備 

介護が必要な状態になっても、住み慣れた自宅で暮らし続けたいと願う方もい

れば、地域の顔なじみの関係の中で助け合いながら生活したい方、施設等に入所

して介護を受けたいと希望する方もいます。介護サービスの種類とニーズの双方

が多様化している状況下において、高齢者一人ひとりの希望に応じた介護サービ

スが提供されるよう、計画的に必要な基盤整備を行っていきます。 

（２）サービスの確保・質の向上 

①サービス事業者の確保と連携 

介護保険サービス提供事業者の新規参入、もしくは既存事業者の事業拡大に当

たっては、地域の介護需要に関する情報を収集するとともに、事業者に対する情

報の提供を図ります。 

②事業者の介護サービス情報の公表 

利用者によるサービスの選択が適切に行えるよう、全ての介護サービス事業者

に、サービス内容や運営状況、職員体制、施設設備、利用料金、サービス提供時

間等に関する情報の開示・公表が義務づけられています。 

事業者からのサービス情報を、県が報告内容を確認しインターネット等で公表

しています。 

③自己評価システムの促進と第三者評価の推進 

各サービス事業者においては、サービスの質的向上に向けた自己評価システム

の導入を促進するとともに、定期的に第三者評価を行うなど、サービス利用者か

ら信頼される事業者であり続けるように指導や要請を行っています。 

 

 

２．介護人材の確保・質の向上 

（１）介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質・専門性の向上 

介護支援専門員の資質の向上を図るため、資格更新制による研修の受講を勧奨

するとともに、介護プラン作成における公正・中立性を確保するため、ケアマネ

ジャー連絡会議等活用し、介護支援専門員の研修、ケース検討など連携調整の会

議を開催します。 

【ケアマネジャー連絡会議 開催実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

年 4回 年 4回 年 3回 
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（２）人材の養成・研修体制の充実 

住民・事業者・そして町職員等地域ケアに携わる様々な人々が、その役割を十

分に担うことが可能になるよう、福祉人材の育成と体制整備を図ります。 

具体的には、新たに従事する職員や従事者に対する総合的な支援を検討し、人

材確保の定着促進に向けた取組を進めます。 

（３）施設サービスの質的向上 

施設サービスでは、個室・ユニットケア化が進んでおり、居住の場としていま

すが、新たな取組や身体拘束禁止の趣旨の徹底などを通じて処遇環境の改善を図

るとともに、高齢者が心豊かな暮らしができる生活環境の整備を図ります。さら

に、利用者等の意見も反映した客観的な第三者評価制度の活用を図るなど、介護

サービスの質の向上を図ります。 

（４）相談・苦情対応体制の充実 

介護サービスを利用する方が快適で適正に利用できるよう、各サービス事業所

のほか、町、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所などで苦情相談に対応

していきます。また保険者として、苦情には的確・迅速に対応するとともに、不

正の疑いがあるサ－ビス事業者や指導によっても改善が図られないサ－ビス事

業者などに対しては県と連携し対応します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

0件 0件 0件 

【目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0件 0件 0件 
 

（５）介護人材の現状と課題 

全国的に高齢者の増加に伴う介護サービスの利用拡大が予想されますが、生産

年齢の減少に伴い、サービスの担い手である介護人材が不足していくことが懸念

されております。また、介護職員の高齢化が進んでいる状況です。 

当町でも、新規職員を募集しても応募がないため、介護職員の高齢化が見られ

数年後の介護サービスの提供が懸念されます。 

人材確保の普及啓発として、町内の小学生に対し「認知症サポーター養成講座」

や中学生職業体験で介護の仕事の体験を実施しています。 

今後、町内介護事業所の実態などを調査しながら、人材不足の軽減、離職防止

に取り組んでいく必要があると思われます。 
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（６）介護保険サービスの適正な供給と利用の推進 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域でその人らしく、

安心して生活ができるよう、地域の実情に応じ、居宅サービス、地域密着型サー

ビスを中心にサービスの充実と質の向上に努めます。各サービスに対する利用者

のニーズ等に基づき必要量を設定するとともに、安定的な供給体制の確保・充実

に取り組みます。 

また、サービス利用者への情報提供に努めるとともに、低所得者に対する負担

軽減措置を含めた支援を図ります。 

 

 

３．制度の円滑な実施 

（１）保険者機能の強化（適正な指導・監督） 

事業者による介護報酬の不正請求の増加に対応するため、事業者を６年毎に指

定する更新制が導入されているほか、指定の欠格事由に指定取消履歴が加えられ

ています。市町村にサービス事業者等への立ち入り調査権を認める等、市町村の

役割・権限が強化されています。また、都道府県による介護保険施設等の指定に

あたって、市町村に対し意見を求めることが義務づけられています。 

①地域密着型サービス事業者の指定 

地域密着型サービス（介護予防）事業所の指定及び指導監督等は適正に行いま

す。 

（令和 3年 3月 3１日現在） 

 事業所 サービスの種類 定員数 

1 グループホームあさひ 認知症対応型共同生活介護 18人 

2 ぬくいデイサービスセンター 地域密着型通所介護 10人 

3 
寒河江やすらぎの里 

認知症グループホーム 
認知症対応型共同生活介護 18人 

4 グループホーム大江 認知症対応型共同生活介護 18人 

5 通所介護事業所 楽校 地域密着型通所介護 10人 
 

②居宅介護支援事業所の指定 

居宅介護支援事業所の指定及び指導監督等を適正に行います。 

（令和 3年 3月 3１日現在） 

 事業所 

1 社会福祉法人朝日町社会福祉協議会 指定居宅介護支援事業所 

2 社会福祉法人朝日町福祉会 ふれあい荘指定居宅介護支援事業所 

3 指定居宅介護支援事業所朝日町立病院 

4 指定居宅介護支援事業所あさひ 
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③実地指導の実績と目標 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 

実地指導：0件 実地指導：0件 実地指導：2件 

【目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実地指導：1件 実地指導：1件 実地指導：1件 

 

④給付適正化事業 

１）要介護認定の適正化の現状と見込み 

新規申請や区分変更申請、更新申請に係る認定調査の結果すべてについて保険

者による事後点検を実施します。また、厚生労働省作成の業務分析データ等を活

用して本町の認定の特徴や課題を把握し、調査員や介護支援専門員に周知するこ

と等により、要介護認定の適正化を図ります。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

認定調査の事後点検の実施 全件 全件 全件 

業務分析データの活用等に 

よる課題の把握 
年 1回 年 1回 年 1回 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認定調査の事後点検の実施 全件 全件 全件 

業務分析データの活用等に 

よる課題の把握 
年 1回 年 1回 年 1回 

 

２）ケアプラン点検の現状と見込み 

事業所訪問及びケアマネジャー会議や自立支援型地域ケア会議を通じ、利用者

の自立支援に資する適切なケアプランであるか等に着目したケアプランの点検

及びケアマネジャーに対する支援を実施します。これにより、利用者に対する質

の高いサービス提供を通じた介護給付の適正化を図ります。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

訪問等によるケアプラン点検 1事業所 1事業所 1事業所 

地域ケア会議での点検 24件 24件  24件 
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【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問等によるケアプラン点検 1事業所 1事業所 1事業所 

地域ケア会議での点検 24件 24件 24件 
 

３）住宅改修等の点検 

住宅改修費の申請を受け、住宅の実態確認や工事見積書の点検を提出書類や写

真等の書面で審査するとともに、現地確認を実施し、受給者の自立に最も相応し

い住宅改修を行います。 

福祉用具利用者については、提出書類や適正化システムにより出力された帳票

等を用い、福祉用具の必要性や利用状況を確認し、疑義が生じた場合等について

は訪問調査等を行い、受給者の自立に最も相応しい利用を推進します。また、地

域ケア会議での点検も行います。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

・住宅改修 

書面による点検 全件 全件 全件 

現地確認による点検 全件 全件 全件 

・福祉用具購入・貸与 

書面による点検 全件 全件 全件 

高額のもの、疑義がある場合等

の現地確認 
全件 全件 全件 

地域ケア会議での点検 1件 1件 1件 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

・住宅改修 

書面による点検 全件 全件 全件 

現地確認による点検 全件 全件 全件 

・福祉用具購入・貸与 

書面による点検 全件 全件 全件 

高額のもの、疑義がある場合等

の現地確認 
全件 全件 全件 

地域ケア会議での点検 1件 1件 1件 
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４）縦覧点検・医療情報との突合 

国保連合会提供の帳票等を用い、保険者が複数月の請求明細書の内容を確認し、

提供されたサービスの整合性について点検を行うとともに、保険者が医療保険の

入院情報等と介護保険の給付情報を突合し、二重請求の有無を確認します。国保

連合会への委託により実施します。 

【実績】 

平成30年度 令和元年度 令和２年度（見込み） 

全件 全件 全件 

【目標値】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

全件 全件 全件 

 

５）介護給付費通知 

利用者本人（又は家族）に対して、保険者がサービスの請求状況及び費用を通

知します。前年８月～当年７月までの１年間の給付にかかる通知を４ヵ月毎発送

します。 

【実績】 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

全件通知 実施 実施 実施 

【目標値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

全件通知 実施 実施 実施 
 

⑤介護サービス利用者への情報提供の推進 

身近なところで介護を必要とする方及びその家族が必要な情報を得ることが

できるように、従来の町窓口や地域包括支援センターでなお一層、情報提供に努

めます。 

⑥個人情報の保護 

個人情報の取り扱いについては厚生労働省が定めた「福祉関係事業者における

個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」（平成 16年 11月）により各

事業者においては適切に取り扱われていますが、今後とも情報事故につながらな

いよう、山形県等と連携して各事業所の個人情報の保護について指導します。 
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第６章 介護保険サービスの見込み 
１．介護保険サービスの実績・見込み 

（１）介護保険給付費の実績 

介護保険総給付等は年間９憶 5,000万円前後で推移しています。 

【介護保険給付費の実績】 

（円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 

介護予防給付費 17,027,231 17,850,870 19,882,000 

介護給付費 815,984,385 803,950,881 836,495,000 

総給付費 計 A 833,011,616 821,801,751 856,377,000 

 

特定入所者介護サービス

費等給付費 
63,015,964 62,108,251 66,134,000 

高額介護サービス費等 

給付費 
18,295,597 18,502,982 18,701,844 

高額医療合算介護 

サービス費等給付額 
2,720,337 3,255,977 3,430,010 

審査支払手数料 795,215 876,927 875,099 

小   計    B 84,827,113 84,744,137 89,140,953 

 

標準給付費 

（A＋B）  C 
917,838,729 906,545,888 945,517,953 

 

地域支援事業費  D 29,608,668 33,266,534 38,486,005 

 

総給付費等（C＋D） 947,447,397 939,812,422 984,003,958 
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（２）介護保険給付の実績と見込み 

①居宅サービス 

１）訪問介護 

訪問介護は、ホームヘルパーが家庭を訪問し、入浴、排泄、食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話を行うサービスです。 

利用については朝日町社会福祉協議会の利用が中心で、一部町外事業所の利用

者もおります。 

介護予防の訪問介護は、平成 30年度から介護予防・日常生活支援総合事業（総

合事業）の介護予防・生活支援サービス事業に移行されています。 

【表 6-1 訪問介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
26,529 27,924 34,566 40,261 40,283 40,283 

 

２）訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

訪問入浴介護は要介護者等の家庭を入浴車等で訪問し、入浴の介護を行うもの

です。 

町内所在事業所がないため、町外の事業所の利用となっています。これらの事

業所と連携を図り、より良いサービスが提供できるよう努めます。 

【表 6-2 訪問入浴介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 0 0 0 0 0 

介護 

給付 
5,058 5,268 4,738 6,474 6,477 6,477 

 

３）訪問看護／介護予防訪問看護 

訪問看護は、疾患等を抱えている人について、病院や診療所から看護師等が訪

問し、主治医の指示に基づき、療養上の世話や必要な診療の補助を行うものです。 

朝日町立病院及び寒河江市西村山郡訪問看護ステーション等において実施さ

れています。在宅の要介護者にとっては、適切な医学的管理が必要であり、訪問

看護の役割は重要となります。またサービスの提供は、主治医の指示が必要であ

り、各医療機関と連携を図り、適切なサービス提供がなされるよう対応していき

ます。 
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【表 6-3 訪問看護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 0 0 0 0 0 

介護 

給付 
5,286 6,775 11,652 11,392 11,811 11,811 

 

４）訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

訪問リハビリテーションは、病院・診療所又は介護老人保健施設の理学療法士

（ＰＴ）・作業療法士（ＯＴ）・言語聴覚士（ＳＴ）等の専門職が居宅を訪問して、

心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため必要なリハビリテー

ションを行うサービスです。 

朝日町立病院で実施しており、より良い在宅生活を継続するため訓練以外にも

介護の仕方、考え方、生活の方法、社会資源の利用などのための相談・指導にあ

たっています。また福祉用具や住宅改修の実施については、専門的な視点からの

支援を行うため、必要に応じ他の在宅ケアスタッフとの連携のもとにサービスを

提供できるよう努めています。 

【表 6-4 訪問リハビリテーションの実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
430 373 324 422 422 422 

介護 

給付 
3,286 4,384 5,114 4,245 4,247 4,247 

 

５）居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

居宅療養管理指導は、居宅の要介護者やその家族等を対象に、病院・診療所・

薬局等の医師や歯科医師、薬剤師等が、介護サービス計画の策定等に必要な情報

の提供、介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導・助

言を行うものです。 

各医療機関で実施しており、地域のホームドクターの役割を果たしています。

安心して在宅療養をする上での医学的管理、療養指導が受けられるよう連携を図

り対応していきます。 
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【表 6-5 居宅療養管理指導の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 78 68 55 55 55 

介護 

給付 
2,065 1,928 1,858 2,221 2,222 2,222 

 

６）通所介護 

デイサービスセンター等に日帰りで通う利用者に対して、入浴・食事の提供、

健康チェック、生活指導、ＡＤＬ（日常生活動作）の向上のためのリハビリなど

を行うサービスです。通所介護の利用希望者は多く、近隣市町の事業所の利用も

増加傾向にあります。 

平成 28年度から利用定員が 18人以下の小規模の通所介護が地域密着型サー

ビスへ、平成 30年度からは介護予防通所介護は、介護予防・日常生活支援総合

事業（総合事業）の介護予防・生活支援サービス事業に移行されています。 

【表 6-6 通所介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
90,890 100,026 105,535 109,552 109,612 109,612 

 

７）通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション 

通所リハビリテーション（デイケア）とは、介護老人保健施設や病院・診療所

に通う利用者に対して、心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助ける

ための必要なリハビリテーションを行うサービスです。 

町内では朝日町立病院で実施しており、利用の中心となっています。近隣市町

の事業所の利用もあります。在宅生活を維持していく上でかかせない大切なサー

ビスであり、リハビリテーションにより要介護状態の維持回復を目指します。ニ

ーズに応じて、各事業所と連携し対応していきます。 

【表 6-7 通所リハビリテーションの実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
10,161 10,684 10,855 12,127 12,133 12,133 

介護 

給付 
18,448 16,434 15,018 20,750 21,025 21,025 
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８）短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護 

短期入所生活介護（ショートステイ）は、在宅の要支援・要介護認定者が介護

老人福祉施設等に一時的に入所し、入浴・排泄・食事等の介護やその他の日常生

活上の世話、機能訓練等を受けられるものです。 

町内所在施設の利用を中心に継続的また長期的な利用者が多くなっておりま

すが、町内で短期入所生活介護を利用できる施設が、ふれあい荘となっており、

町内所在施設の利用ができない場合は、町外所在施設の短期入所生活介護を利用

しています。 

【表 6-8 短期入所生活介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
1,472 1,165 2,082 2,075 2,076 2,076 

介護 

給付 
60,238 62,912 60,239 69,675 69,714 69,870 

 

９）短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護 

短期入所療養介護（医療型ショートステイ）とは、在宅の要支援・要介護認定

者が介護老人保健施設、医療院等に一時的に入所し看護や医学的管理のもとに行

われる介護、機能訓練、その他必要な医療、日常生活上の世話等を受けられるも

のです。 

現在町内に提供事業所がないため、近隣市町の事業所を利用しています。利用

者のニーズに対応できるよう努めます。 

【表 6-9 短期入所療養の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 95 0 0 0 0 

介護 

給付 
293 126 612 224 224 224 

 

10）福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

福祉用具貸与とは、介護ベッドや車椅子などの福祉用具をレンタルできるサー

ビスです。 

また、介護予防福祉用具貸与は、要支援認定者が介護予防を目的として福祉用

具をレンタルできるサービスです。 
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【表 6-10 福祉用具貸与の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
855 983 1,300 1,496 1,496 1,496 

介護 

給付 
14,342 15,843 17,354 17,718 17,718 17,718 

 

11）特定福祉用具購入／特定介護予防福祉用具購入 

心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上

の便宜を図るため入浴や排泄などに使用する福祉用具であり、あわせて利用者を

介護する方の負担の軽減を図るものです。 

特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売は、これらを購入した場合にそ

の費用の一部を限度額 10万円／年として支給するものです。 

【表 6-11 福祉用具購入の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
171 456 229 643 643 643 

介護 

給付 
792 811 708 977 977 977 

 

12）住宅改修費／介護予防住宅改修費 

住宅改修では、要介護高齢者等の居宅での生活上の障壁を軽減するために、利

用者は手すりの取り付けや段差の解消等を行う場合の費用を要介護区分に関係

なく 20万円を限度として、平成 30年 8月以降は９割、８割又は７割を保険給

付として受けることができます。 

【表 6-12 住宅改修費の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
983 632 783 973 973 973 

介護 

給付 
1,384 2,138 1,374 2,861 2,861 2,861 
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13）特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームや軽費老人ホーム等の入居者が、その施設で特定施設サービス

計画に基づき、介護や日常生活の世話、機能訓練・療養上の世話を受けるサービ

スです。 

【表 6-13 特定施設入居者生活介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
728 974 1,504 1,461 1,462 1,462 

介護 

給付 
33,694 24,575 21,190 23,381 23,394 23,394 

 

14）居宅介護支援／介護予防支援 

居宅介護支援とは、在宅の要支援・要介護認定者が、在宅の介護保険サービス

等を利用できるように、居宅介護支援事業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）

が、介護（予防）サービス計画の作成、居宅サービス事業者との連絡調整や、介

護保険施設への紹介等のケアマネジメントを行うサービスです。このサービスは

10割の給付となっており、利用者の負担はありません。 

【表 6-14 居宅介護支援・介護予防支援の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
2,227 2,411 2,667 2,961 2,963 2,963 

介護 

給付 
31,907 32,724 33,965 35,364 35,383 35,343 

 

②地域密着型サービス 

地域密着型サービスとは、高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣

れた地域で生活を継続できるように、地域の特性・実情にきめ細かく対応した多

様な介護サービスが提供されるもので平成 18年に創設されました。町は、地域

密着型サービスなどの整備を計画する単位となる「日常生活圏域」を設定し、ま

た、事業者の指定・指導監督も行うこととなっています。サービスを利用できる

のは、原則として、その事業者を指定した市町村の被保険者のみとなります。 

１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、重度者をはじめとした要介護認定者の

在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携

しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うサービスです。 
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サービスを行っている事業所がないことから計画期間のサービス量は見込み

ませんが、在宅介護の重要な支援となることから、利用ニーズとサービス参入意

向の把握などを推進していきます。 
 

２）夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護は、在宅の場合でも、24時間安心して生活できるように、

夜間の定期的な巡回訪問や通報を受けての訪問介護サービスを提供するもので

す。 

【表 6-15 夜間対応型訪問介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
579 664 636 317 317 317 

 

３）地域密着型通所介護 

地域密着型通所介護は、定員が 18人以下の小規模な事業所による通所介護で

す。平成 28年度に通所介護から地域密着型サービスとして実施しています。 

【表 6-16 地域密着型通所介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
20,616 20,214 27,785 39,684 39,706 39,706 

 

４）認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の方専用の通所介護です。通所介護は、介護老人福祉施設等の施設が実

施しているデイサービスセンターに通所し、入浴や食事の提供、その他日常生活

上の世話や機能訓練等を行うものです。 

今後は、増加する認知症高齢者支援のために実施に向け検討していきます。 

【表 6-17 認知症対応型通所介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 0 0 422 422 422 

介護 

給付 
0 0 0 0 0 0 
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５）小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護とは、「通い」を中心として、居宅介護者の心身の状況、

その置かれている環境や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせ

てサービスを提供し、在宅での生活継続を支援するサービスです。 

令和２年度は利用がみられず、町内でサービスを行っている事業所がないこと

から計画期間のサービス量は見込みませんが、利用ニーズと近隣の当該施設の利

用状況の把握などに努めます。 
 

６）認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護は、中程度の認知症状態にある要介護者が共同生活

を行い、入浴・排泄・食事等の介護やその他の日常生活上の世話、機能訓練等の

サービスを受けられるものです。軽度の要支援者への提供はないものと見込まれ

ます。 

現在町内に１か所（定員 18名）あり、給付実績から充足していると判断され

るため、今期での更なる整備は見込んでおりません。 

【表 6-18 認知症対応型共同生活介護の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

予防 

給付 
0 0 0 0 0 0 

介護 

給付 
46,461 47,558 52,398 56,845 56,877 56,877 

 

７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

居宅での介護が困難な方が特別養護老人ホーム（入所定員が 29人以下）に入

所して、食事や入浴、排泄など日常生活の介助、機能訓練、健康管理などのサー

ビスを受けるものです。（新規に入所できるのは原則、要介護３以上の方になりま

す。） 

町内に当該施設はないため、計画期間のサービス量は見込みませんが、利用ニ

ーズと近隣の当該施設の入所状況の把握などに努めます。 
 

８）地域密着型特定施設入居者生活介護 

入居定員が 29人以下の有料老人ホームやケアハウスの入居者（要介護認定者、

その配偶者その他厚生労働省令で定める者）に対し、介護サービス計画に基づい

て、食事や入浴、排泄等の介助やその他日常生活上の介助、機能訓練を行うサー

ビスです。（要支援の方は利用できません。） 

町内に当該施設はないため、計画期間のサービス量は見込みませんが、利用ニ

ーズと近隣の当該施設の入所状況の把握などに努めます。 
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９）看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サ

ービスを柔軟に組み合わせて提供するサービスのことです。 

町内に当該施設はないため、計画期間のサービス量は見込みませんが、在宅介

護の重要な支援になることから、利用ニーズとサービス参入意向の把握などを推

進していきます。 

 

③施設サービス 

１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

施設サービス計画に基づいて、介護等の日常生活上の世話、機能訓練、健康管

理及び療養上の管理を行うサービスを提供する施設です。町内にある「ふれあい

荘」、「和合荘」、大江町の「大寿荘」等を中心に事業が展開されています。（新規

に入所できるのは原則、要介護３以上の方になります。） 

【表 6-19 介護老人福祉施設の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
350,673 350,945 369,823 379,542 379,753 379,753 

 

２）介護老人保健施設 

施設サービス計画に基づいて、医学的管理下における介護及び機能訓練、その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うサービスを提供する施設です。 

【表 6-20 介護老人保健施設の実績と見込み】 

（年間、千円） 

 平成30年度 令和元年度 
令和２年度 

（見込み） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 

給付 
102,466 82,078 71,930 74,001 74,042 74,042 

 

３）介護医療院（介護療養型医療施設） 

平成 30年度から新たに創設された施設で、長期的な医療と介護を併せ持つ高

齢者を対象とし、「日常的な医学管理」や「看取りやターミナルケア」等の医療機

能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設です。令和７年度末に廃止予定

の介護療養型医療施設の転換先と位置付けられています。 

介護療養型医療施設と介護医療院の利用はみられないため、計画期間のサービ

ス量は見込みません。 
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④市町村特別給付 

介護保険制度では、第１号被保険者の保険料を財源とし、要介護状態の軽減や

悪化の防止に資する保険給付として、町の条例で定めるところにより、独自の保

険給付を実施することができます。 

本町では、「紙おむつ支給事業」を第７期計画期間から町の特別給付と一般の福

祉事業で実施しており、第８期計画期間も継続して実施します。在宅で介護を必

要としている要介護３～５の方を対象に、紙おむつ券の交付をしています。 

【市町村特別給付の見込み】 

（千円） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合 計 

紙おむつ支給事業 2，600 2，700 2，800 8，100 

 

⑤特定入所者介護（介護予防）サービス費 

市町村民税非課税世帯等の低所得者は、施設サービス・短期入所サービスの食

費・居住費（滞在費）の負担に限度額が設定されています。限度額を超える分は

特定入所者介護（介護予防）サービス費として、施設等に給付されます。 

 

⑥高額介護（介護予防）サービス費 

介護保険制度では、サービス利用者が過大な負担となれないように所得段階に

応じて利用者負担額に一定の上限を設け、これを超えた場合には、超えた額が高

額介護（介護予防）サービス費として利用者に償還されます。 

 

⑦高額医療合算介護（介護予防）サービス費 

介護保険では高額介護（介護予防）サービス費、医療保険・後期高齢者医療で

は高額医療費により世帯合算負担額に上限を設けて負担を軽減しています。しか

し、介護と医療それぞれの負担が長期間にわたり重複する世帯では、なお重い負

担が残ることがあります。介護・医療の世帯負担額に年単位で上限を設けて、超

えた額が高額医療合算介護（介護予防）サービス費として利用者に償還されます。 
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２．地域支援事業費等の見込み 

（１）地域支援事業に係る事業費の見込み 

（千円） 

第８期事業計画 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域支援事業費 45,662 51,780 52,640 

 

介護予防・日常生活支援 

総合事業 
22,432 22,910 23,410 

 

訪問介護相当サービス 1,600 1,650 1,700 

通所介護相当サービス 12,500 12,700 12,900 

通所型サービスＡ 500 530 560 

介護予防ケアマネジメント 756 780 800 

介護予防普及啓発事業 2,707 2,800 2,900 

地域介護予防活動支援事業 4,219 4,300 4,400 

上記以外の介護予防・日常生活

総合事業 
150 150 150 

包括的支援事業 

任意事業 
23,230 28,870 29,230 

 

包括的支援事業 11,036 13,900 14,000 

（社会保障充実分） 9,425 13,200 13,450 

任意事業 2,769 1,770 1,780 

 

第８期地域支援事業費の合計額 150,082千円 
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３．介護保険給付費の推計 

計画期間の介護保険標準給付費は、平成 30年度及び令和元年度の給付実績と

令和２年度の見込みをもとに、サービス毎に要介護別の給付状況を試算します。

あわせて、計画期間の特定入所者介護サービス費等、高額介護サービス費等の補

足給付分の年間給付額を推計します。 

【介護保険給付費の推計】 

（円） 

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 ３年間合計 

介護給付費 895,484,000 896,643,000 896,759,000 2,688,886,000 

介護予防給付費 22,635,000 22,645,000 22,645,000 67,925,000 

総給付費計（A） 918,119,000 919,288,000 919,404,000 2,756,811,000 

 

特定入所者介護サー
ビス費等給付費（財
政影響額調整後）① 

65,017,676 61,577,329 61,696,581 188,291,586 

高額介護サービス費
等給付費（財政影響
額調整後）② 

19,142,779 19,146,607 19,146,607 57,435,993 

高額医療合算介護サ
ービス費等給付費③ 

4,101,778 4,109,981 4,109,981 12,321,740 

審査支払手数料④ 904,200 904,200 904,200 2,712,600 

小  計（①～④） 
（B） 

89,166,433 85,738,117 85,857,369 260,761,919 

 

標準給付費（A＋B） 

（C） 
1,007,285,433 1,005,026,117 1,005,261,369 3,017,572,919 

 

地域支援事業費 

（D） 
45,662,000 51,780,000 52,640,000 150,082,000 

 

総給付費等（C＋D） 1,052,947,433 1,056,806,117 1,057,901,369 3,167,654,919 
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４．介護保険料の設定 

①第１号被保険者の保険料負担割合 

保険給付を行うための財源は、公費（国・県・町の支出金）と加入者の保険料

で賄われています。保険給付の費用は原則として二分の一を公費で、残る二分の

一を第１号被保険者（65歳以上の方）、第２号被保険者（40歳以上 65歳未満）

の医療保険加入者の方々から徴収する保険料（支払基金交付金）で賄うこととな

っています。第８期は第７期と同様となり、第１号被保険者の負担割合が 23％、

第２号被保険者の負担割合が 27％となります。 

②介護保険料の算定 

平成 30年度から令和２年度までの実績を踏まえ、令和３～５年度の３年間の

介護保険給付費を見込み、第１号被保険者が負担する介護保険料を設定します。 

【介護保険料の算定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和３～５年度の高齢者人口の推移を予測 

令和３～５年度の要介護度別認定者数を推計 

居宅サービス利用者数の推計 施設サービス利用者数の推計 

平成 30～令和２年度の月平均給付実績の分析、基盤整備計画等に基づき３

年間の居宅・施設、居住系の介護保険サービス量及び給付費を推計 

給付見込額から３年間の第１号被保険者保険料の収納必要額（65 歳以上負担額）を

予測＝第１号負担分（費用見込額×28％（23％＋5％）－調整交付金見込額） 

保険料の年間基準額÷12＝保険料基準月額（第５段階） 

保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷３年間における所得段階別加入割合補
正後第１号被保険者数＝保険料の基準額（年間） 

特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サー

ビス費、審査支払手数料と、地域支援事業費を推計 
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令和３～５年度の第８期介護保険事業計画期間の保険料基準月額及び基準年

額は、次のとおりとなります。 

【介護保険料の算定】 

区  分 ３年間合計 

標準給付費見込額 3,017,572,919円 

地域支援事業費 150,082,000円 

合  計 3,167,654,919円 

第１号被保険者負担分相当額 

（合計の 23％） 
728,560,631円 

調整交付金相当額（5％） 154,316,246円 

調整交付金見込交付割合 3年間平均 9.22％ 

後期高齢者加入割合補正係数 3年間平均 0.8414 

所得段階別加入割合補正係数 3年間平均 0.9702  

調整交付金見込額 284,667,000円 

市町村特別給付費等 8,100,000円 

準備基金の残高 

（令和元年度末の見込額） 
128,960,992円 

基金取崩額 27,850,000円 

保険料収納必要額 578,459,877円 

保険料収納率 99.42％ 

３年間の段階別第１号被保険者数合計

（8,495人） 

第１段階 877人 

第２段階 1,042人 

第３段階 793人 

第４段階 970人 

第５段階 2,291人 

第６段階 1,321人 

第７段階 777人 

第８段階 242人 

第９段階 182人 

所得段階別加入割合補正後被保険者

数 
8,246人 

保険料基準月額（第５段階） 5,880円 

保険料基準年額（第５段階） 70,560円 
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③所得段階別の介護保険料の設定 

介護保険料については、第６期計画期間から９段階に変更になっており、第５

段階が基準額となります。 

本町においては、国が示す９段階を基本とし、低所得者に配慮した軽減措置を

講じた割合により、介護保険料を設定します。 

【所得段階区分の要件と基準額に対する割合】 

段階 対象者 
基準所得金額

（合計所得） 

基準額に 

対する割合 

保険料（円） 

年額 月額 

第１段階 

生活保護受給者 

又は住民税非課税

世帯 

80万円以下 
×0.50 

（×0.3） 

35,280 

（21,168） 

2,940 

（1,764） 

第２段階 住民税非課税世帯 120万円以下 
×0.75 

（×0.5） 

52,920 

（35,280） 

4,410 

（2,940） 

第３段階 住民税非課税世帯 120万円超 
×0.75 

（×0.7） 

52,920 

（49,392） 

4,410 

（4,116） 

第４段階 本人住民税課税者 80万円以下 ×0.90 63,504 5,292 

第５段階 本人住民税課税者 － ×1.00 70,560 5,880 

第６段階 本人住民税課税者 120万円未満 ×1.20 84,672 7,056 

第７段階 本人住民税課税者 210万円未満 ×1.30 91,728 7,644 

第８段階 本人住民税課税者 320万円未満 ×1.50 105,840 8,820 

第９段階 本人住民税課税者 320万円以上 ×1.70 119,952 9,996 

※（  ）は公費投入による軽減措置後の保険料率・保険料額 
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資 料 編 
１．朝日町介護保険事業計画等策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条  この要綱は、朝日町高齢者保健福祉計画及び朝日町介護保険事業計画を

策定するため、朝日町介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 

（任務） 

第２条  委員会は、次の事項について検討を行う。 

（１）朝日町高齢者保健福祉計画に関すること。 

（２）朝日町介護保険事業計画に関すること。 

（３）その他必要な事項に関すること。 

 

（組織） 

第３条  委員会は、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表者

で構成し町長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、令和３年３月３１日までとする。 

３ 委員会には委員長及び副委員長を置き、それぞれ委員の互選により決定する。 

４ 委員長は、委員会を統括し、会議の議長となる。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条  委員会は、必要に応じ委員長が招集する。 

 

（事務局） 

第５条  委員会の事務局は、健康福祉課に置く。 

 

（その他） 

第６条  この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年８月１日から施行し、令和３年３月３１日限り、その効

力を失う。 
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２．介護保険事業計画等策定委員名簿  
（任期：令和２年８月１日から令和３年３月 31日） 

 氏 名 備 考 備 考 

1 多田 清一 

朝日町医師会長 

学識経験者 

保健医療関係者 

 

 

 

2 安達 善裕 
学識経験者 

保健医療関係者 

 

 

3 小林 達 

朝日町立病院長 

学識経験者 

保健医療関係者 

委員長 

4 佐竹 健 
特別養護老人ホームふれあい荘施設長 

福祉関係者 
 

5 保利 隆宏 
福祉関係者 

朝日町社会福祉協議会事務局長 

 

 

6 澁谷 一俊 
福祉関係者 

朝日町民生児童委員協議会会長 
副委員長 

7 成原 千枝 被保険者代表者  

8 冨樫 冨美代 被保険者代表者  

9 原 喜内 被保険者代表者  

10 松田 吟子 被保険者代表者  
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３．策定経過 

年月日 内 容 

令和２年１月１日 

～１月 21日 

アンケート調査実施 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

在宅介護実態調査 

令和２年８月 26日 

令和２年度朝日町地域包括支援センター運営協議会 

地域包括支援センターの運営 

地域支援事業について 

令和２年 12月２日 
第２回朝日町介護保険事業計画策定委員会 

介護給付費の見込み等について 

令和３年２月 12日 

第３回朝日町介護保険事業計画策定委員会 

朝日町高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計

画（素案）について 

令和３年２月 16日 

～３月１日 
パブリックコメントの募集 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日町 

高齢者保健福祉計画 

第８期介護保険事業計画 
 

発行：朝日町役場 健康福祉課 

所在地：〒990-1442 

山形県西村山郡朝日町大字宮宿１１１５番地 

ＴＥＬ：0237-67-2132  ＦＡＸ：0237-67-2117 



                                          
 
🍎65歳以上の高齢者人口は、近年2,870人台で推移し、高齢化率は令和２年で43.7％となっていま

す。令和元年は42.4％と県内で２番目に高く、県平均高齢化率（令和元年33.4％）より高い水準です。 

🍎計画期間の65歳以上の人口は減少傾向と見込まれ、高齢者像並びに高齢者を取り巻く状況がより一

層変化することが予想されるこことから、令和７年度（2025年度）、さらに令和22年度（2040年度）

を勘案した計画とします。 

🍎この計画の目標は高齢者が住み慣れた地域で、自立して健やかに安心して暮らすための施策を切れ

目なく推進することです。  
介護保険料の段階は所得に応じて９段階で設定しており、第５段階が基準額となります。 

低所得者に配慮した軽減措置を講じて、介護保険料を設定します。 

所得段階 調整率 対 象 年額介護保険料 

第１段階 基準額の30％ 
生活保護受給者または住民税非課税世帯 

(課税年金収入等が80万円以下) 
21,168円 

第２段階 基準額の50％ 
住民税非課税世帯 

(課税年金収入等が80万円超120万円以下) 
35,280円 

第３段階 基準額の70％ 
住民税非課税世帯 

(課税年金収入等が120万円超) 
49,392円 

第４段階 基準額の90％ 
本人住民税非課税者 

(課税年金収入等が80万円以下) 
63,504円 

第５段階 基準額 
本人住民税非課税者 

(課税年金収入等が80万円超) 

70,560円 

(月額5,880円) 

第６段階 基準額の120％ 
本人住民税課税者 

(本人所得が120万円未満) 
84,672円 

第７段階 基準額の130％ 
本人住民税課税者 

(本人所得が120万円以上210万円未満) 
91,728円 

第８段階 基準額の150％ 
本人住民税課税者 

(本人所得が210万円以上320万円未満) 
105,840円 

第９段階 基準額の170％ 
本人住民税課税者 

(本人所得が320万円以上) 
119,952円 

【第７期 月額5,880円 →第８期 月額5,880円】 

所得段階別の介護保険料の設定 

   
発行：朝日町役場 健康福祉課 

朝日町大字宮宿１１１５番地 

ＴＥＬ：0237-67-2132  

ＦＡＸ：0237-67-2117 

朝日町高齢者保健福祉計画  
第８期介護保険事業計画【令和３～５年度】 
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613
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前期高齢者 後期高齢者 高齢化率（人） （％）

実績 推計

計画の概要・朝日町の高齢者の姿 

概要版 
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🍎計画の策定にあたって高齢者

にアンケートを令和２年1月に

実施しました。町の高齢者施策で

優先的に取り組むべきと思うこ

と。（上位３位） 

・今の住まいに住み続けられる

ように公的サービスを充実

（27.6％） 

・介護状態にならないよう介護

予防サービスを充実（26.3％） 

・雪（雪おろし等）対策を充実

（22.7％） 

🍎朝日町介護保険事業計画策定

委員会で検討・協議を重ね、計画

を作成しました。 
🍎計画策定後は、進捗状況を点

検評価し、庁内関係各課と連携し

ながら推進します。 

 
🍎基本目標１ 健康づくり・介護予防・生きがいづくり 
・通いの場や通いの場を活用した健康相談、後期高齢者医療の保健指導と介護予防の一体的な推進 

・介護予防・生活支援サービス事業 

訪問型サービス利用者 令和2年度見込み96人 ⇒令和５年度108人 

通所型サービス利用者 令和2年度見込み492人 ⇒令和５年度576人 

・一般介護予防事業  

地域の誰でも毎週参加できる場所 令和2年度見込み１か所 ⇒令和５年度２か所 

公民館などで行う月１回程度のお茶のみ会 令和2年度見込み17か所 ⇒令和５年度20か所 

 

🍎基本目標２ 安心・快適な暮らしの支援 
・ふれあい緊急通報装置設置事業 令和2年度見込み33件 ⇒令和５年度35件 

・気配り除雪利用者 令和2年度見込み141人 ⇒令和５年度150人 

・福祉タクシー利用助成 令和2年度見込み65人 ⇒令和５年度70人 

・生活支援体制整備事業 協議体会議 令和2年度見込み３回 ⇒令和５年度４回 

            地区ワークショップ 令和2年度見込み０地区 ⇒令和５年度５地区 

・地域ケア会議  個別会議の開催 令和２年度見込み８回 ⇒令和５年度12回 

 

🍎基本目標３ 介護保険サービス 
・適正な指導・監督 実施指導 令和2年度見込み２件 ⇒令和５年度１件 

・介護給付適正化事業 令和２年度見込み５事業 ⇒令和５年度５事業継続 

主な施策の目標値 



 
                                          

 
１．在宅医療と介護の連携の推進 

🌳在宅医療・介護連携の推進 

２．家族介護者への支援の充実 

🌳家族介護者への支援 

３．認知症施策の総合的な推進 

🌳認知症施策の推進 

４．福祉サービスの充実 

🌳在宅福祉サービスと施設サービス 

🌳老人施設の整備状況 

５．相談・支援体制の強化 

🌳地域包括支援センターの機能強化 

🌳権利擁護・虐待防止対策の強化 

🌳生活支援サービスの体制整備 

🌳地域ケア会議の実施 

６．地域包括ケアシステムの推進 

🌳地域包括ケアシステムの構築による地域づくり 

７．見守り体制、支え合い活動の推進 

🌳地域における支え合いの推進 

８．災害時・感染症支援体制の整備 

🌳災害時の安全確保 

🌳感染症等に備えた体制整備 

１．介護サービスの整備の推進 

🌳介護サービスの基盤整備 

🌳サービスの確保・質の向上 

２．介護人材の確保・質の向上 

🌳介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質・専門性の向上 

🌳人材の養成・研修体制の充実 

🌳施設サービスの質的向上 

🌳相談・苦情対応体制の充実 

🌳介護人材の現状と課題 

🌳介護保険サービスの適正な供給と利用の推進 

３．制度の円滑な実施 

🌳保険者機能の強化（適正な指導・監督） 

  
 

 

 

介護予防の充実を図ることにより、できる限り健康寿命

の延伸を図り健康な生涯を送ることができるよう、また要

介護状態にならないよう「予防」や「改善」を図ることが

できる体制づくりを進めてきました。さらに介護予防を推

進するため、要介護状態になる前から、体系的で効果的な

介護予防サービスの充実を図ります。 

基本目標１  

健康づくり・介護予防・ 

生きがいづくりの推進 

（健康で生き生きと暮らす） 

第８期計画の基本理念「いつまでも健康に暮らせる、思いやりのあふれるまちづくり」を実現するために、３つの基本目標を推進します 
１．生涯を通じた健康づくりの推進 

🌳健康寿命の延伸と健康格差の縮小 
🌳主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 
🌳社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 
🌳健康を支え、守るための社会環境の整備 
🌳生活習慣及び社会環境の改善 
🌳介護予防と健康づくりの一体的推進 

２．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

🌳地域支援事業の構成 

🌳介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

３．高齢者の地域活動や社会参加の推進 

🌳高齢者の社会参画と生きがいづくりの推進      
介護や支援が必要になっても、できる限り住み慣れた家

庭や地域で暮らし続けることが望まれています。そのため

には、地域で継続的に相互に支え合うことができるよう支

え合いの体制の充実が求められています。 

高齢者が明るく活力に満ちた生活をしていくには、社会

参加の場や機会の拡大を図り豊かな経験や知識、能力を生

かして「生きがい」を見出し、地域社会を支える一員とし

て活躍できるよう支援します。 

基本目標２  

安心・快適な暮らしの支援 

（安心して暮らす）    
介護サービスの種類とニーズの双方が多様化している状

況下において、高齢者一人ひとりの希望に応じた介護サー

ビスが提供されるよう、計画的に必要な基盤整備の充実を

図ります。そのためにも、医療や介護の連携を進めるとと

もに、多様で柔軟なサービスを提供できる仕組みや体制の

充実を目指します。 

基本目標３  

介護保険サービスの充実 

これまで整備してきた地域資源を活用した「自助」「互助」「共助」「公助」の取組

を推進することで、介護・予防・医療・生活支援・住まいの一体的な提供の実現を

目指します。  


